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第1 包括外部監査の概要 
 
I. 監査の種類 

  

地方自治法（昭和 22年 4月 17日 法律第 67号。以下、「法」という。）第 252条の 37第
1項及び第 2項に基づく「包括外部監査」である。 

 
 

II. 選定した特定の事件 
 

1. 包括外部監査対象 
県出資公社等の財務事務について 
 

2. 包括外部監査の対象期間 
原則として平成 21年度の執行分とした（ただし、必要と認めた場合には、他の年
度を含む。）。 
 

3. 特定の事件を選定した理由 
景気低迷が長期化し税収が伸び悩む中、経済対策のための公共投資の支出が財政硬

直化を招き、地方財政は悪化をたどっていると言われている。この傾向は当県でも例

外ではないが、県では行財政改革を進めている。直近では、平成 22年 3月に「地域
主権時代の県政運営指針」（山形県行財政改革推進プラン）を策定している。また、

県は、行財政改革の一環として、県が出資する公社等についても、その必要性を検証

して将来の方向性を整理し、「公社等の見直し計画（工程表）」を平成 18年に制定
し（平成 22年に改定）、県が出資する公社等の廃止・効率的経営の実現を進めてき
たところである。 
また、公社等をめぐっては、以下のように法令等の環境に変化が認められる。詳細

については後述の【参考】を参照のこと。 
 

（１）「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成 19年法律第 94号）の施行 
 

（２）「第三セクター等の抜本的改革の推進について」（平成 21年 6月 総務省通知）

の施行 
 

（３）公益法人制度の改革の進展 
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（４）「第三セクター等改革推進債」の創設 
 

こうした状況の下、県が出資する公社等においては、県民から一層の効率的・効果

的な経営が期待されているところである。また、それらの公社等の財政状態や経営成

績が適切に把握され開示されているかも重要な点であると考えられる。 
 上記の状況に鑑み、今回、公社等の管理体制や財政状態・経営成績及び県との取引

内容・金額等を検討し、経済性・効率性・有効性の観点から、財務事務に関する検討

を行うことにより、公社等の存続意義また経営上の要改善事項を明らかにすることが

必要であると考え、「県出資公社等の財務事務について」を事件のテーマとして選定

した。 
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【参考】  
 

最近、県が出資する法人に関して影響する、更には県の財政や支援方針にも影響する制度改革

が複数行われている。これらの制度改革に対して、各法人の現状および将来の見通しを判断し、

県の財政負担が極小化される対応が求められる。 
 

1.「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成 19年法律第 94号）の施行について 
  

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成 19年法律第 94号）が平成 21年 4月 1日
より全面施行されている。当該法律により以下の内容が規定されている。 

 

  （１）指標の算定 
   各地方公共団体の各年度決算に基づき次の４つの指標が算定されること。 
    ①実質赤字比率 
     ・一般会計等に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率 
    

一般会計等の実質赤字額（*1） 
実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模（*2） 
 

   *1 一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字額 
   *2 人口、面積等から算定する当該団体の標準的な一般財源の規模 
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   ②連結実質赤字比率 
    ・全会計等に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率 
   

連結実質赤字額（*1） 
連結実質赤字比率 ＝ 

標準財政規模（*2） 
 

   *1 「一般会計及び公営事業（公営企業以外）に係る特別会計の実質収支額」 
＋ 「公営企業に係る特別会計の資金不足・剰余金」 

   *2 人口、面積等から算定する当該団体の標準的な一般財源の規模 
 

   ③実質公債費比率 
    ・一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模を基本とした額に対する比率 
 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金（*1））－（特定財源+元利
償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額（*2）） 実質公債費比率 

（３か年平均） 
＝ 

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額

算入額 
 

   *1 以下の項目の合計額 
   ・満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金相当額 
   ・公営企業債の償還財源に充当した一般会計からの繰出金 
   ・組合等が起こした地方債の償還財源に充当した負担金・補助金 
   ・公債費に準ずる債務負担行為に基づく支出 
   ・一時借入金の利子 
 
   *2  

・地方交付税の算定上、基準財政需要額に算入される元利償還金及び準元利償還金 
      ・基準財政需要額とは、合理的かつ妥当な水準で行政を行った場合の財政需要を算 

定した金額 
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  ④将来負担比率 
    ・公営企業、出資法人等を含めた、一般会計等が将来負担すべき実質的負担の標準財 

政規模を基本とした額に対する比率 
 

将来負担額（*1）－（充当可能基金額（*2）+特定財源見込額+地
方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額（*3）） 

将来負担比率 ＝ 
標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額

算入額 
 

   *1 以下の項目の合計額 
   ・一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 
   ・債務負担行為に基づく支出予定額 
   ・公営企業債の償還財源に充当する一般会計等からの負担等見込額 
   ・組合等が起こした地方債の償還財源に充当する県からの負担等見込額 
   ・退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 
   ・設立法人の負債等に係る一般会計等の負担見込額 
   ・連結実質赤字額 
   ・組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 
 

   *2 上記のうち、以下に充てることができる基金 
   ・一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 
   ・債務負担行為に基づく支出予定額 
   ・公営企業債の償還財源に充当する一般会計等からの負担等見込額 
   ・組合等が起こした地方債の償還財源に充当する県からの負担等見込額 
   ・退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額） 
   ・設立法人の負債等に係る一般会計等の負担見込額 
   

      *3 今後、地方交付税の算定上、基準財政需要額に算入される見込の元利償還金及び準 
元利償還金 
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（２）指標に基づく取扱い 
 

①地方公共団体は、次のいずれか一つに該当する場合、財政健全化団体に指定される。 
財政健全化団体に指定された場合、財政再建の計画策定と個別外部監査が義務づけられる。 

 

 ①実質赤字比率 ②連結実質赤字比

率 
③実質公債費比率 ④将来負担比率 

都道府

県 
3.75%以上 8.75%以上 25%以上 400%以上（*3） 

市町村 11.25%-15% 以 上

（*1） 
16.25%-20% 以 上

（*2） 
25%以上 350%以上（*4） 

*1 財政規模に応じる。 
*2 財政規模に応じる。 
*3 政令指定都市を含む。 
*4 政令指定都市を含まない。 
 

②地方公共団体は、次のいずれか一つに該当する場合、財政再生団体に指定される。 
財政再生団体に指定された場合、実質的に国の管理下に置かれて財政再建を行うことになる。 

 

 ①実質赤字比率 ②連結実質赤字比

率（*1） 
③実質公債費比率 

都道府

県 
5%以上 15%以上 35%以上 

市町村 20%以上 30%以上 35%以上 

    *1 平成 21～23年度の 3年間については、経過的な基準（5～10％引上げ）が設けられている。 
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  （３）本県の状況 
    平成 21年度決算に基づく数値が以下のように公表されている。 

指標 対象 状況 

①実質赤字比率 一般・母子寡婦・公債管理・市町村

振興・小規模企業・農業改良・沿岸

漁業・林業改善 
 

全会計とも黒字（又は収支均衡）のた

め比率なし。 

②連結実質赤字比

率 
公営企業会計を含む全会計 全会計とも黒字（又は収支均衡）又は

資金不足なしのため比率なし。 
 

③実質公債費比率 全会計、一部事務組合等 【平成 19年度～平成 21年度平均】 
14.3%（＜25%） 
 

④将来負担比率 全会計、一部事務組合等、地方独立

行政法人、地方公社・第三セクター

等（道路公社・土地開発公社・損失

補償を付している法人） 
 

266.3%（＜400%） 

 
 

以上より、公社等の財政状態、公社等の将来収支及び公社等に対する県の支援状況・支援予

定等については、上記の指標に直接影響を及ぼすものである。 
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2.「第三セクター等の抜本的改革の推進について」（平成 21年 6月 総務省通知）について 
 

   「第三セクター等の抜本的改革の推進について」（平成 21年 6月 総務省通知、法第 245条の
4（技術的な助言）に基づくもの）がとりまとめられ、各地方自治体の長に通知された。このな
かでは以下の点が述べられている。 

 

  「地方公共団体が、自らの決定と責任の下、第三セクター等の抜本的改革を推進し、もって、

地方財政規律の強化に資することが極めて重要です。」 
  「各地方公共団体におかれては、現在第三セクター等が行っている事業の意義、採算性等につ

いて、改めて検討の上、事業継続の是非を判断し、債務調整を伴う処理を行う場合には、法的整

理等の活用を図るとともに、事業を継続する場合にあっても、最適な事業手法の選択、民間的経

営手法の導入の検討を行うなど、第三セクター等改革推進債の活用も念頭に置きつつ、その存廃

を含めた抜本的改革に集中的かつ積極的に取り組むことが求められています。 
これらの点を踏まえ、今般、次のとおり第三セクター等の抜本的改革等に関する指針を策定し

ました。各地方公共団体におかれては、指針の内容に十分留意の上、適切な対処をお願いします。」 
 

また、策定された「第三セクター等の抜本的改革等に関する指針」において、特に林業公社に

ついては以下のように言及されている。 
「林業公社については、全国的にその経営環境が悪化していることから、総務省、林野庁及び

地方公共団体で構成する「林業公社の経営対策等に関する検討会」における報告にも留意された 

い。」 
 

  以上より、県としても第三セクター等の経営状態を把握し将来の収支状況を十分に検討のうえ、

事業継続の是非及び効率的な経営方法等を検討する必要があるものと考える。 
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3.公益法人制度の改革について 
 

 （１）公益法人制度改革関連三法の施行 
平成 15年 6月 27日に閣議決定された「公益法人制度の抜本的改革に関する基本方針につ
いて」に基づき、平成 20年 12月 1日より公益法人制度改革関連三法（「一般社団法人及び一
般財団法人に関する法律」、「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」（以下、

「認定法」という。）及び「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及

び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」）が施行

された。 
これらの法律の施行と同時に、民法第 34条により設立された従来の公益法人は「特例民法
法人」となった。これまでの名称のまま、税制や監督官庁もそのまま従来通りの公益法人と

して 5年間存続できるものである。なお、以下の（３）において、平成 20年 11月 30日以前
に設立された公益法人の取扱いについて記述している。 

  

  （２）公益法人制度改革の基本的仕組み 
    ①準則主義による法人の設立 

公益性の有無に係わらず、各官公庁による許認可を得ることなく準則主義（法人格の登

記）により「一般社団法人」または「一般財団法人」を設立できる。 
     

    ②公益性判断の仕組み 
有識者からなる公益認定等委員会（国）や各都道府県におかれた合議機関の意見に基づ

き、公益認定申請のあった一般社団法人および一般財団法人について目的・事業等の公益

性を判断する仕組みが構築された。公益認定された場合、「公益社団法人」または「公益財

団法人」となる。なお、認定法第 5条各号（第 1号～第 18号）において「公益認定基準」
が明らかにされている。 

 

    ③新公益法人会計基準の制定 
 公益法人会計基準については、平成 16 年に大幅改正が行われ企業会計の考え方を取り
入れたものとなり、平成 18年 4月より施行された。更に平成 20年に、新たな公益法人制
度に対応させるために、表示様式等の改正がなされている。 

 

  （３）旧公益法人（平成 20年 11月 30日以前に設立された公益法人）の取扱い 
     特例民法法人は、新制度の公益法人（公益社団法人または公益財団法人）または 

一般法人（一般社団法人または一般財団法人）を選択し、上記の 5年間の移行期間 
のうちに、行政官庁に所定の申請を行い行政官庁の認定または許可を得る必要があ 
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る。なお、移行申請を行わない場合には、移行期間満了の日（平成 25年 11月 30日） 
に解散したものとみなされる。 

     

公益社団・財団法人に対しては優遇税制があり、税法上の収益事業であっても認定法上の

公益目的事業であれば課税されない。また、公益社団・財団法人に対して寄附を行った者に

対する優遇税制がある。このように公益社団・財団法人の認定を受けることには、税制上の

メリットがある。 
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4.「第三セクター等改革推進債」の創設について 
   地方財政法の一部改正により第三セクター等の抜本的な改革に必要な経費の財源に充てる地

方債の特例措置が設けられた。 
 

（背景） 
    ・平成 21年度から「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が本格施行されていること。 

・「経済財政改革の基本方針 2008」（平成 20年 6月 27日閣議決定）により、経営が著しく悪化
したことが明らかになった第三セクター等の経営改革を進めることとされたこと。 

  ・上記の「第三セクター等の抜本的改革の推進について」がとりまとめられたこと。 
 

（概要） 
   （１）対象となる経費 
    第三セクター等の整理又は再生に伴い負担する必要がある以下の経費 
    ①第三セクター 

       ・地方公共団体が損失補償を行っている法人の法的整理等（破産・民事再生等）を行 
う場合に必要となる当該損失補償に要する経費（地方公共団体からの短期貸付金の 
整理に要する経費を含む） 

 

    ②土地開発公社及び地方道路公社 
    ・土地開発公社及び地方道路公社の解散又は不採算事業の廃止を行う場合に必要とな 

る地方公共団体が債務保証等をしている公社借入金の償還に要する経費（地方公共 
団体からの短期貸付金の整理に要する経費を含む） 

 

    ③公営企業 
    ・公営企業の廃止を行う場合に必要となる経費（地方債の繰上償還費等） 
 

   （２）対象期間 
    平成 21年度から平成 25年度 
 

   （３）発行手続 
    ・議会の議決 
    ・総務大臣又は都道府県知事の許可 

  これにより、経営実態や将来の収支予想等に基づき経営の悪化した第三セクター等を

整理する際に要する費用等について財政的な裏付けがなされた。 
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III. 包括外部監査の方法 
 
1. 監査対象とした法人等 
次の事項の金額の大きさを考慮して、以下の 5公社等及び当該公社等の県の主管課を抽
出した。 

     ・県から支払われる委託料 
     ・県から支払われる補助金 
     ・県からの貸付金額 
     ・県が行っている債務保証金額又は損失補償金額 
   

①財団法人山形県林業公社 / 農林水産部森林課 
      ②山形県道路公社 / 県土整備部道路課 
      ③財団法人やまがた農業支援センター / 農林水産部農政企画課 
      ④財団法人山形県下水道公社 / 県土整備部下水道課 
      ⑤社会福祉法人山形県社会福祉事業団 / 健康福祉部障がい福祉課 
 

（参   考） 
  上記 5公社等に対する支出や資金取引等（公表数値等をもとに作成） 
 
                                金額単位 : 百万円 

 H21年度 

補助金の支出 

H21年度 

委託料の支出 

H22/3/31残 

貸付金 

H22/3/31残 

債務保証・損失補償 

上記 5公社等計 1,273 2,772 18,831 15,668 
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2. 監査要点 
         主に次の観点から監査を実施した。 
 

(1) 公社等の事業目的 
(2) 公社等に対する県の管理体制 
(3) 財務諸表の作成・開示の状況 
(4) 公社等の経営に関して、経済性・効率性・有効性 
(5) 公社等の財政状態、経営成績及び資金繰りの状態 
・公共資本を有している公社等に関して、維持や再投資の可能性 
・県が貸し付けている貸付金の回収可能性 
・県の債務保証や損失補償の実行可能性 

 

3. 監査手続 
        (1) 分析等 
      ・関連法規等の調査、財務諸表の分析 
        (2) 対象各法人および対象各部局等へのヒアリング（現地調査） 

(3) 各種議事録、決裁文書等の閲覧 
       (4) 取引内容や財務諸表残高に関して原始証憑の閲覧 

 
 

IV. 包括外部監査従事者 
 

1. 包括外部監査人 
 公認会計士 髙 嶋 清 彦 
 

2. 包括外部監査人補助者 
 公認会計士 齋 藤 禎 治 
 公認会計士 吉 沢 公 人 
 弁 護 士 手 塚 孝 樹 
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V. 包括外部監査期間 
 

 平成 22年 4月から平成 23年 3月までの期間、監査を実施した。 
 
 

VI. 利害関係 
 

 包括外部監査の対象とした事件につき、包括外部監査人および包括外部監査人補助者は、

法第 252条の 29の規定により記載すべき利害関係はない。 
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第2 県出資公社等の財務事務について監査結果 
 
Ⅰ. 総論 
  

1. 監査の結果について 
公社等毎に、把握した現状を「概要」として、監査の結果、検出された事項を「監査の結

果および意見」として記載している。 
 

「概要」の記載は、文章中で特段の記述がない限り、平成 22年 3月 31日（平成 21年度
末）時点での内容である。 

  概要については次の事項を記載している。 
     概要 

（１）目的  
     （２）所在  
     （３）重要な事業所 
     （４）役員の状況 
     （５）職員の状況 
     （６）県との関係 
     （７）事業の概況 

沿革 
財務状況 
（１）準拠している会計基準 

     （２）財務諸表の概要 
（３）財務情報へのアクセス方法   

     今後の経営課題 
（１）過去の「包括外部監査」の状況 
（２）組織再編の予定の有無とある場合の概要 

     （３）「公益認定」への対応状況 
     （４）その他法人が認識している経営課題の概要 
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  監査の結果および意見について、監査人は次の区分で述べている。 
  

対象による区分 
 

区分 内容 

公社等に関する事項 公社等に個別的な事項であり公社等が個別に対処可

能と監査人が判断した事項 

公社等の監査過程において検出

された、県に関連すると考えら

れる事項 

上記以外の、県が対処すべき事項または県の方針等を

前提とすると監査人が判断した事項 

 
 

性質による区分 
 

区分 内容 

指摘事項  現在の法令等に照らして抵触または不相当と監査人

が判断した事項 

意 見  「指摘事項」には該当しないが、監査人が改善を要す

ると判断した事項または検討を要すると判断した事

項 

 

 これらの記載の区分は、監査人が判断した事項であり、かつ、事実の多様性から必ずし

も厳密で統一的な区分を行えない場合があることをご承知おきいただきたい。 
なお、監査の結果および意見については、平成 23年 2月末の時点での判断に基づき記載
している。 
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  2. 各公社等の監査結果及び意見の要約リスト 
 

監査結果及び意見 区分 摘要 

1.財団法人山形県林業公社 
1 会計基準および財務規程への準拠性について 

 平成 21年度末において、実在しない現品処分済みの固定資産（事務
用椅子 2脚のうち 1脚）が計上されている。 
固定資産および物品について毎年実在していることを確かめ、その

明確な証跡を残したうえで、現物管理およびその会計処理（不一致が

ある場合の除却処理等）を適切に行うべきである。 

指摘 公社等 

2 
 

借入金の残高管理について 
 県からの借入金の一部について、県知事が押印した外部資料「資金

の貸付について（通知）」が保存されていない年度が散見された。 
 県からの借入に関しての外部資料は当該通知のみであるため、林業

公社における権利義務を明確にする重要資料として適切に保管する

必要がある。 

指摘 公社等 

3 借入金の返済可能性について 
 借入金の返済可能性は分収林契約からの収益が収支予測通り実現す

るか否かにかかっている。毎年度、経営コスト、木材価格を反映させ

た収支予測の見直しを行っているが、理事会の承認事項とはなってお

らず専務理事の専決事項となっている。これらの収支予測は、かなり

長期にわたる将来予想を含むものであり困難さを伴うものであるが、

毎年度、理事会等で機関決定すべき事項と考える。また、収支予測の

達成状況は県の財政にも少なからぬ影響を及ぼすことと考えられるこ

とから、然るべき方法で情報開示される仕組みが必要であると考える。 

指摘 公社等 

4 借入金の返済可能性について 
収支予測の実現可能性は、分収林契約における林業公社と土地所有

者との分収率を 7：3と変更することが達成されるかどうかに大きくか
かわっている。この方針が明確にされた「財団法人山形県林業公社の

抜本的経営改革をめざして」においては、同時に、主伐までの契約期

間を延長するとともに低利な資金への借換えをはかり返済負担を軽減

することにも言及されている。林業公社ではこの契約期間を延長させ

ることを優先し実行中であるが、当該経営改善の大きなウェイトを占

める分収率変更への具体的な対応策を速やかに講じることが必要であ

る。 

指摘 公社等 
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5 借入金の返済可能性について 
 土地所有者を正確に把握することが今後重要になると考えられる。

このため、現在も行っている「造林契約台帳」による契約内容の管理

を今後とも充実していくことが望まれる。 

意見 公社等 

6 借入金の返済可能性について 
施業基準および路網整備方針が新たに策定されており、これを踏ま

えた収支予測および投資計画を早期に策定する必要がある。これらの

計画は政策方針等の見直しに伴い適時に見直していくべきものであ

り、この結果に基づき分収林直接事業費（分収林の育成・整備に係る

費用）の将来予想の金額を見直す必要がある。 

意見 公社等 

7 分収林経営勘定について 
現状、分収林経営勘定の評価に関する実務慣行は定着していないが、

平成22年12月27日に報告された「林業公社会計基準について（素案）」
（林業公社会計基準策定委員会）では、時価評価を行う時期は主伐時

期が到来した時期とされている。現在、林業公社では主伐時期に到来

している森林資産（=分収林経営勘定）は無いことから、時価評価額を
算定する時期ではないと認識している。 
なお、上記基準では、標準伐期齢以上の森林資産について、現時点

における「回収能力見込額」を注記し、森林資産情報として開示する

こととしている。 
この基準が策定されれば、林業公社にかかる一般に公正妥当と認め

られる会計基準としてこれを遵守する必要がある。 

意見 公社等 

8 借入金の返済可能性に関連するインフラ整備について 
収支予測に基づき借入金が返済可能であるための条件の一つとして

主伐時期に伐採した木材を市場まで運び出すための路網整備等のイ

ンフラ整備が必要となる。 
現在、公社では独自に路網整備方針を策定しているが、インフラ整

備の費用負担については、今後公社の自助努力に加え、社会資本整備

の観点から、国の方針を受けた県の林業行政の枠組みの中で検討され

るべき事項であると考えられる。 

意見 県に関連する

と考えられる

事項 

2.山形県道路公社 
1 跨線橋下駐車場の有効利用について 

東根跨線橋下駐車場については野鳥の害により、老野森跨線橋につ

いては需要が少ないため、一部利用ができないスペースが生じてい

る。営業収入の機会損失が発生しているため、費用対効果を検討した

うえで、対応を行っていくべきである。 

意見 公社等 
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2 収支決算内訳書における本社経費割掛分の算定について 
現状、本社経費を按分する際、西蔵王有料道路、山形駅西口駐車場

における負担額を少なくするため、跨線橋下駐車場の収支を 0にする
ような按分を行っているが、必ずしも実態に即した処理ではない。 
 本来、本社経費按分は、人件費の従事割合等、合理的な基準によっ

て按分すべきである。しかし、経営改善のため組織のスリム化を図っ

ていることにより、総務・管理業務とも兼務体制をとっているため、

従事割合が出せない状況となっている。 
あくまでも、本社経費按分は、従事割合等によりできる限り正確に

行い、そのうえで、跨線橋下駐車場の収支差額分について西蔵王有料

道路会計や山形駅西口駐車場会計へ拠出する場合は、道路公社として

他会計へ拠出する意思決定を行った上で、処理するべきである。 

意見 公社等 

3 山形駅西口駐車場について 
平成 42年以降、駐車場の運営については、県として対応を考えなけ
ればならないため、現在においても山形県として、駐車場の運営を注

視していく必要があるものと考える。 
県は、平成 42年以降の山形駅西口駐車場のあり方等の課題を検討す
るため、駐車場資産について減価償却計算を実施する等企業会計の手

法を用いて、管理上、駐車場の財政状況や経営成績を算定することが

有用であると考える。 

意見 県に関連する

と考えられる

事項 

4 跨線橋下駐車場の管理委託の点検報告について 
「高架の道路の路面下及び道路予定区域の道路の占用の取り扱いに

ついて（国道利第 20号平成 21年 1月 26日国土交通省道路局路政課長
通知）」において、高架下の占用許可を行うに際し、道路管理者は、占

用主体が行う高架下の日常的な点検等についての条件を附すこととし

ている。 
しかしながら、道路管理者である山形県が坂巻跨線橋下の更新の占

用許可を平成 22年 4月 1日に行っているが、占用許可を行った際、
条件を付していないため、公社は、点検の報告や点検要領等を作成し

ていない。 
あくまでも占用許可の可否、許可条件の内容等は道路管理者である

県としての裁量権に属するものであるが、管理上、県は、上記通知に

則って、必要な対応を行っていくことが望ましいと考える。 

意見 県に関連する

と考えられる

事項 

5 西蔵王有料道路事業の終了に伴う県民負担について 
本来有料道路における利用計画は、長期にわたることより、当初計

画時には予測できない事象の発生によって、計画と実際のかい離が発

意見 県に関連する

と考えられる

事項 
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生する可能性があるが、西蔵王有料道路においては、当初計画からの

かい離が生じる結果、平成 28年度の無料開放時には、14億円を超え
る市中銀行借入の未償還金が残る見込みである。この未償還の負債は、

道路資産とともに、山形県に引き継がれることとなるため県は、西蔵

王有料道路事業が終了し最終的に残る未償還の負債について県民の理

解が得られるよう、有料道路を整備した意義や効果、引き継がれる道

路資産、計画的な負債の償還計画などについて十分に説明していく必

要がある。 

6 道路管理事務所の無料開放後のあり方について 
平成 28年７月に当該道路は公社による事業が終了し、県へ事業およ
び道路資産が移管されることが確定している。当該管理事務所建物は

道路資産の附帯資産であるから、同時に移管されることになる。また、

移管と同時に当該道路は無料開放されることになっている。 
現時点ではその後、道路管理事務所建物をどのように利用していく

のかは未定である。このことは、有料道路事業終了時までの公社の収

支計画にも影響を与える可能性があるため、県は、有料道路事業終了

後に道路管理事務所を利用するのか否か、使用するとした場合はその

利用方法を検討する必要がある。 

意見 県に関連する

と考えられる

事項 

3.財団法人やまがた農業支援センター 

正味財産増減計算書における事業別の正味財産増減計算における改善

の必要性について 
（１） 収益・費用の対応関係について 

平成 21年度現在、正味財産増減計算書において、事業別の収益、
費用の対応関係が不明確であり、当該事業の状況を把握するうえ

で、事業の実態が不明確な状況となっている。事業の状況が、明

確に把握ができる費用、収益の対応関係を検討する必要がある。 

意見 公社等 1 

（２）共通的費用の配分方法について 
平成 21年度財務諸表の正味財産増減計算書の中で、各事業への
共通的費用等の配賦基準が明確ではなかった。共通的費用等の配

賦の方法は、平成２１年度に適用していた会計基準における拠所

になる指針として、公益法人会計実務Q&A（中間報告その３）（平
成６年９月５日 日本公認会計士協会 公益法人委員会）５を参

考に、共通経費を配賦していくことで事業の状況がより的確にと

らえることができたものと考えられる。また、共通費を各事業に

配賦していくうえでの基礎となる、職員の執務実績が明確でなく、

従事割合が不明な状況となっている。事業実態をつかみ、適切な

意見 公社等 
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事業運営の管理を行うためにも、共通経費をいかに配賦するかの

検討を行い、共通経費配賦の基礎となる従事割合等の把握等課題

について対処していく必要があるものと考える。 

2 ニューファーマー経営安定加速事業 
当該事業により提供される資金は「貸与」であり、その後の意思決

定により、返還義務の免除がなされる。しかしながら、平成 19 年度
以前の会計処理においては、当初の資金提供時に「助成金」として費

用処理がなされている。当初は、貸与であることより、貸付金と処理

し、返還免除の意思決定に伴い、費用処理することが望ましい。 

意見 公社等 

3  集落営農支援事業によって整備された財産の管理について 
当該事業によって整備された施設等についての、財産管理台帳は存

在し、利用率、財産状況についても地域協議会が把握に努めており、

センターとしても成果目標の達成状況の評価の際に施設等の利用状況

等については聞き取りしている状況にあるが、十分に把握できている

状況にはない。当該条項を遵守し、運用していくためにも、事業によ

って整備した、固定資産の利用状況について、地域協議会と連携して、

センターとして状況把握につとめ、適切に管理していく必要があるも

のと考える。 

意見 公社等 

特定資産について 
以下の二つの特定資産については、当該特定資産としての意義は薄

れているものと考えられる。当該特定資産設定の意義を見直し、運用

上、有効に機能するように設計しなおす必要があるものと考える。 
（１）強化基金引当資産 
強化基金引当資産（116,394,200円）は、農地保有合理化事業を円

滑に実施するための基金として、農地保有合理化事業に伴う損失補

てん、地価下落等の要因によって生じる欠損の補てんやセンターの

運営のために必要とした場合に使用するために、特定されている。 

意見 公社等 4 

（２）支援事業引当資産 
支援事業引当資産（10,000,000円）は、センターが支援事業を実施
するに当たり、推進するための資金であり、センターの支援事業に

行うための人件費や一般管理費に充てる目的で特定されている。 

意見 公社等 

5 特別事業用地の評価基準及び評価方法について 
公益法人会計基準（第４ 財務諸表の注記、１ (1) 資産の評価基準

及び評価方法、固定資産の減価償却方法、引当金の計上基準等）に注

記が要請されているが、センターにおける現状の財務諸表に、特別事

業用地の評価基準及び評価方法については、注記表示がなされていな

指摘 公社等 
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い。現状は、取得原価により、評価されているのでその旨の開示が必

要であるものと考える。 

6 債権債務の長期短期による流動固定分類について 
 貸借対照表上、以下のように、長期、短期の流動固定分類が妥当で

はないため、表示上、修正が必要であるものと考える。 
・流動資産として農業用機械・施設導入事業貸付金が6,800,000円
あるが、そのうち、5,100,000円は長期の債権であり、固定資産と
して分類しなければならないものである。 
・特別事業未収金201,629,959円のうち、滞留債権14,388,859円が存
在し、平成24年度までの分割払いによる長期にわたる回収計画と
なっている。 

指摘 公社等 

7 債権について貸倒引当金の設定が必要なものについて 
貸倒が懸念されている債権について、公益法人会計基準における貸

倒引当金の設定の検討がなされていない事例があった。 
債権の回収が懸念される債権であり、貸倒引当金の設定の基準を検

討し、基準に従って貸倒引当金の設定がなされなければならないもの

と考える。 

指摘 公社等 

8 有価証券の管理規程について 
 財務規程には、債権の管理等に関する規程はあるが、有価証券に関

する規程が無かった。有価証券は、運用についてリスクが存在し、い

かなる債権に投資するかについては、慎重に決定しなければならない

ので、別途、運用規則を作成しておくことが望ましい。 

意見 公社等 

9 特定資産の処分について 
 経営構造改革緊急加速リース支援事業に係る機械の処分について、

販売会社の代表理事からの報告をもって処分処理を行っているが、廃

棄処分資料もなく、実際処分を行っているか不明であった。当該支援

事業については事業実施要領が定められているが、当該処分案件につ

いての資産管理に係る規定が整備されていないため、処理自体が不十

分となっていると考えられるため、処分を行う場合は、除却処分をし

たことの証憑を添付の上、処理を行う等の規定を設けるべきと考える。 

意見 公社等 

10 徴収不能償却債権についての回収努力について 
平成 21年度に徴収不能として償却した債権 1,125,800円に対して、
回収努力や債権保全等の手続について証跡が残っていない。 
徴収不能として会計上償却した債権で債権放棄していない債権につ

いての回収努力及び債権保全については、経過等の証跡を管理すべき

である。 

意見 公社等 
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11 特別事業における農地販売先への与信管理について 
平成 14年 12月時点で明らかに経営が悪化していた先に、農地を平
成 15年 12月に 14百万円、平成 16年 3月に 15百万円で販売したが、
全額回収されずに、平成 22年 3月現在においても、回収されないまま
残っている。 
農地販売するに当たっては、相手の経営力や財務力を判定し、与信

をどうするかといった判定をするためにも、買入先の決算書や申告書

を入手し、債権の回収可能性やその可能性に応じた債権保全の手段方

法等の吟味を慎重に行ったうえで、販売決定を行うべきと考える。 

意見 公社等 

12 遊休資産について 
平成 22年 3月末現在に計上されている固定資産の中で、遊休資産が
存在する。 
使用の可能性が無いものについては、速やかに処分をする必要があ

るものと考える。 

指摘 公社等 

13 貸与助成金について 
ニューファーマー経営安定加速事業による助成金のうち継続就農さ

れない等の理由により返還免除にならなかった債権が2,150,000円滞留
しているが、債権回収・保全の手続きが適切に行われておらず、会計

処理についても不適切なものとなっている。 

指摘 公社等 

14 実践農業研修助成資金貸付金について 
 実践農業研修助成資金貸付事業による貸付金のうち、平成 17年度の
研修生 1名に係る償還金が滞納されている。 
 当該滞納分については、本人及び連帯保証人との交渉を持ち、滞納

金の督促を行っているが、回収に至っておらず、今後とも当該債権の

回収・保全に向け適切な管理に努めていくべきである。 

意見 公社等 

15 合理化事業強化基金の運用益の使途について 
 平成 21年度の合理化事業強化基金の運用益の使途については、合理
化事業の直接事業費に充当されている 4,891円を除く、2,699,109円に
ついては、一般管理費等に充当されている。 
 しかしながら当該利息についての使途については、一般管理費等に

充当されている部分については、具体的に特定できない状況となって

いる。運用益については、より具体的に特定を行うことが望ましいも

のと考える。 
 
 
 

意見 公社等 
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4.財団法人山形県下水道公社 

除却すべき物品の存在について 
置賜処理区において、故障しており使用していないパソコンが 1台
存在していた。なお、当該物品は購入時に費用処理されており、物品

として管理されている。公社は財務規程に基づき、不要物品を把握し

た場合には適時に不要決定および処分を行わなければならない。 

指摘 
 

公社等 
 

1 

また、すべての処理区において物品の除却候補リスト等を作成する

など工夫して、適時に除却の判断ができるよう物品の管理を徹底され

たい。 

意見 公社等 

2 棚卸資産の管理について 
現在、公社は薬剤や濾布等の消耗品について購入時に費用として会

計処理し、期末時点で未使用の部分について棚卸資産として計上をし

ていない。 
公社は消耗品の管理について、まず現状と一致するよう規程等の見

直しを検討した上で、必要な場合には消耗品のうち期末未使用分につ

いて実地棚卸を行い、管理表・実施照合表等の帳票類を整備すること

が望ましい。これにより、適正在庫の維持が図られる基盤が整備でき

るものと考える。 

意見 公社等 

3 退職金規程の不備について 
公社は県OB職員を常勤の正職員として雇用しているが、当該県OB
職員に対し退職金は支給しない方針であり、実際に支給された事実は

過去にない。しかし、公社退職金規程では支給対象職員の定義が明確

でなく、県 OB 職員に退職金を支給しない旨の規定等は明文化されて
ない。この点、法的に検討すると、公社は退職者からの請求があれば

退職金規程に基づいて退職金を支給しなければならないものと考えら

れる。公社は県 OB 職員に対し退職金は支給しないとする方針に合致
した退職金規程を整備しておく必要がある。 

意見 公社等 

4 執務実績の証跡不備について 
公社では、日別・各人別に職員の執務実績が証跡として残されてい

ないため、各事業に係る人件費を正確に測定することができない。公

社は適切な時間集計単位を設定し、日別・各人別に職員の執務実績を

証跡として残し、経営効率を向上させるための分析等に利用すべきで

ある。 

意見 公社等 

5 県および公社間の業務委託契約書における用語の修正について 
県および公社は４つの下水道処理区について、設備の運転管理業務

および施設の維持管理業務に係る契約書を取り交わしている。この契

意見 県に関連する

と考えられる

事項 
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約書中、施設等の使用および管理・修繕等について、それぞれ、「修繕」

と「補修」とを異なる概念で捉えている。 
県および公社は、今後の契約に当たり用語を修正するか、あるいは

少なくとも用語の定義を明確にすることにより、両者の権利義務関係

を明確にする必要がある。 

6 下水道事業全体に係る資金のリスク管理について 
県から公社への委託料支払は、平成 21年度実績で総額 1,487百万円
と多額であるが、公社において再委託業者等への支払滞留が発生する

場合や余剰資金が発生する場合には、公社での預金管理が必要となる。 
実際に、年度中の余剰資金が譲渡性預金として運用されている。ま

た、年度末には県からの委託料について余剰金の精算を行っているが、

この精算により 1億円を超える返還額が生じている。 
県は下水道事業全体に係る資金のリスク管理をより強固なものとす

るため、公社において余剰資金や滞留資金が発生しないよう、公社に

対する支払方法およびその時期を検討すべきである。 

意見 県に関連する

と考えられる

事項 

7 公社流域下水道事業の再委託について 
公社は、流域下水道設備の運転管理業務、施設の維持管理業務を県

から委託されているが、その一部について民間業者へ再委託している。

平成 21年度における各処理区の再委託割合（決算書ベース）は、いず
れの処理区も 7割超かつ山形処理区は包括的民間委託により 95%超の
再委託割合となっている。 
現在の県から公社への業務委託は再委託を前提としているため、現

状と整合するよう契約内容を検討すべきと考える。 
また、県から公社への委託業務について再委託を前提とするなば、

これまで再委託によって公社経営がどの様にどの程度効率化されたの

か、さらに包括的委託と仕様発注とのどちらを選択する方が再委託の

効果が高いのかといった定量的な分析を行い、今後の契約にフィード

バックすべきであろう。 

意見 県に関連する

と考えられる

事項 

8 県・公社間の業務委託契約書の記載内容について（資格に関連して） 
県は、流域下水道の維持管理に係る資格を保有している職員を 1名、
県出先機関と同様の機能を有する公社には 4名の有資格者を確保して
いる。 
県と公社は法律上別組織と考えられ、「公社は県の代行機関」との位

置付けにおいて、県と公社のいずれが下水道事業の運営管理等の責任

を負うかが契約書等に明記されてない。 
県は公社との契約において、下水道事業の運営管理等に係る責任の

意見 県に関連する

と考えられる

事項 
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所在を明確にすべきであろう。また、県は下水道事業の安定的な運営

管理等を目的として、有資格者を複数名確保することが望ましい。 

9 流域下水道事業全体における損益について 
流域下水道事業は、県において下水道処理施設の整備等が行われ、

同施設の運転管理業務および維持管理業務を公社に委託している。当

該委託料は県が、一般会計とは別に流域下水道事業特別会計を設け、

当該特別会計内で公社へ支払っている。一方、公社では当該委託料に

ついて余剰が生じた場合には全額を県に返還する方針としており、県

特別会計への返還が同一年度に行われている。 
しかし、県一般会計と流域下水道事業特別会計との間における繰入

金および繰出金の処理については、同一年度ではなく年度をまたいで

行われており一般的に理解しづらい構造となっている。 
県は、流域下水道事業に係る一般会計と流域下水道事業特別会計と

の関係（資金の流れ、債権債務の関係等）を、より明確に県民へ説明

するべく努力することが望ましい。 

意見 県に関連する

と考えられる

事項 

10 流域下水道維持管理費に係る下水道料金の決定について 
県は流域下水道に係る料金（維持管理負担金）の決定において、維

持管理費、回収対象資本費（過年度の未収金回収分も含む）および予

測水量を概算し、各費用を予測水量で割った金額の合算値を流域関連

市町と協議の上、県議会の議決を受けて市町から徴収している。 
平成 21年度末の県流域下水道事業における累積黒字は約 20億円に
上っており、県の流域関連市町に対する資本費立替金は約 27億円に上
っている。 
この点、資本費立替金が累積黒字よりも上回っている現状に鑑みて、

維持管理負担金の累積黒字は県が関連市町から徴収する維持管理費へ

の充当による単価の値下げではなく、資本費立替金との相殺による解

消が望ましいのではないかと考える。 
県は流域下水道に係る維持管理負担金の決定において、各処理区に

おける累積黒字の状況だけでなく、資本費立替金の状況も同時に照ら

し合わせた上で料金設定することが望ましいと考える。 

意見 県に関連する

と考えられる

事項 

5.社会福祉法人山形県社会福祉事業団 
1 預金の簿外残高について 

平成 22年 3月 31日現在、きらやか銀行湯野浜支店に慈丘園園長名
義の普通預金 2,265円が残高として存在しているが、事業団帳簿には計
上されていなかった。 
各施設の現預金管理およびその報告が正確に行われる様に内部管理

指摘 公社等 
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を徹底し、また決算時における現預金の帳簿残高と銀行残高証明書等

との照合を漏れなく実施することにより、事業団名義の現預金をすべ

て決算書に表示する必要があるものと考える。 

2 たな卸資産（商品・製品）の過大評価について 
事業団は平成 22年 3月 31日現在、その決算書にたな卸資産として
各授産施設において製造販売される商品・製品 2,743,376円およびその
仕掛品 1,108,010円を計上しているが、当該たな卸資産を売価によって
評価している。 
事業団の財政状態を適切に表した決算書とするため、たな卸資産の

評価について「社会福祉法人会計基準」および「同注解」に準拠した

「原価基準」に基づく経理規程および会計処理とする必要がある。 

指摘 公社等 

3 基本金残高の未計上について 
平成 22年 3月 31日現在、事業団決算書における基本財産特定預金
は 10百万円（山形銀行県庁支店定期預金）計上されているが、基本金
残高は 0円となっている。この基本財産特定預金 10百万円は事業団創
設時における県からの出資金であり、県の決算内訳書においても出資

金として表示されているものである。 
当該特定預金に対する見合いとなるべき基本金が0円となっている
現状を再検討し、然るべき会計処理を行うべきである。 

指摘 公社等 

4 固定資産の過少計上について 
事業団はその経理規程において、単価 10万円を超え、かつ 1年を超
えて使用する物品に係る支出は資産計上することとしている。 
事業団決算書において少なくとも器具備品が 1.8 百万円、構築物が

1.1百万円過少計上、修繕費が 2.9百万円過大計上となっている。 
事業団は各施設で費用処理されている支出について資産計上すべき

支出が含まれていないか調査し、経理規程に基づいた処理を行える状

況および内部統制を早急に整備すべきである。 
 

指摘 公社等 

5 固定資産台帳の管理について 
事業団は、固定資産の減価償却計算を行う上で財務会計システム内

の固定資産管理台帳を利用しているが、平成 22年 3月末日現在の当該
資産登録内容は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に照らし

て、前出登録資産の資産区分および耐用年数を検討すると、無形固定

資産が約 9.5百万円・車両運搬具が約 0.9百万円の過大計上、器具備品
は約 3.8百万円の過少計上となっている。 
固定資産管理台帳の登録内容につき再度精査した上で規程が求める

指摘 公社等 
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正しい会計処理となるよう修正し、また今後の台帳管理につき正しく

行われるよう内部統制を強化する必要がある。 

決算書の記載内容について 
（１）内部取引の消去 
事業団は、その決算において事業団内部における取引によって生

じた損益および資産負債を消去せずに計算書類を作成している。消

去していない重要な損益は人件費および雑収入の 244百万円、資産
負債は短期貸付金および短期運営資金借入金の 181百万円がそれぞ
れ過大計上されたまま表示されている。 
事業団は内部取引について相殺消去した計算書類の作成を検討す

べきであり、それができない場合でも少なくとも内部取引の内容と

金額について注記することにより適切な情報開示をすべきであろ

う。 

指摘 公社等 6 

（２）財産目録 
事業団は、計算書類に含まれる財産目録を作成しているが貸借対

照表と同様の記載内容となっている。 
事業団は社会福祉会計基準および同注解が求める資産および負債の

詳細を明記した財産目録を作成すべく、計算書類の記載内容を再度

検討しなければならない。 

指摘 公社等 

7 たな卸資産の計上に係る経理規程について 
事業団は各施設で調達している食材や介護関連資材等を購入時に費

用として会計処理しており、期末時点で未使用のものについてたな卸

資産として資産計上していない。また、当該未使用品について実地棚

卸を行っておらず、その実態が不明となっている。 
事業団は①「販売用品」「原材料」の定義等を明確にするよう、たな

卸資産に係る経理規程の改定を再度検討すべきである。また、②費用

処理の容認基準については、業界慣習が「介護用品等のたな卸資産」

と限定的である点を考慮し、「棚卸資産のうち、毎会計年度一定量を

購入し、経常的に消費するもの」と拡大解釈している条文を再考した

上で、たな卸資産に係る経理規程の改定を検討すべきであろう。 

意見 公社等 

8 内部管理態勢について 
事業団は多数の施設を有しており、各施設で定款に記載されている

社会福祉事業等を遂行する上で出納業務、購買業務および正職員以外

の職員（以下、「非正職員」という。）の給与計算業務等の実務がそれ

ぞれ行われている。本部においては、各施設に対する内部監査の仕組

みを構築し運用することに努めている。 

意見 公社等 
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事業団で行われている以下 3 つの実務につき、再度業務のあり方を
検討されたい。 
ⅰ）現預金の出納管理について 
 事業団では各施設において通帳および印鑑を管理しているが、次

表のとおり平成 22年 3月 31日現在、現預金残高が数千万円から数億
円となっている施設が散見される。事業団は業務に支障のない範囲で

各施設にある多額の現預金を本部にて集中管理する実務を検討するべ

きである。 

ⅱ）正職員以外の職員の給与計算および支給について 
 事業団は、正職員以外の職員（以下「非正職員」という。）の給与

計算および支払業務を各施設において行っている。 
事業団は正職員だけでなく非正職員に係る給与計算および支給も

本部に集約するか、あるいは本部にて給与計算および支給に係る監

視機能の強化を積極的に検討し、リスク回避の上でコスト削減を目

指すべきである。 

意見 公社等 

ⅲ）購買手続について 
事業団は多数の施設を有していることから、そのスケールメリッ

トを活かして共通資材等を一括購入するなどしてコスト削減を図る

べきところ、全体で一括して契約しているのは重油購入単価、電気

設備保安業務および消防設備点検業務と限られた分野のみとのこと

である。事業団全体あるいはエリア毎等で入札・発注・購買が可能

なものについては、更に進めるべきであろう。 

意見 公社等 

以上 3つの観点から、現預金管理および多くの一般管理業務が各施
設で行われており、かつ取引発生から会計処理まで各施設において完

結している現状に鑑み、事業団は現在行っている各施設への内部監査

をより実効性あるものとする必要がある。さらに、業務効率化、コス

トダウンおよび内部牽制態勢充実の観点から、各施設で行われている

様々な業務について事業団全体あるいはエリア毎に統合・管理するこ

と等も視野に入れて再度検討すべきであろう。 

意見 公社等 

9 特別会計の位置付けについて 
事業団は、職員の年金共済制度に係る資金の積み立てや手当の支給

など収支状況や財政状態を、一般会計と区分した年金共済事業特別会

計として決算書に表示している。 
一方、事業団に係る会計および規程の基礎となる「社会福祉法人会

計基準」および「社会福祉事業法」に照らし、事業団は、職員の年金

共済制度に係る収支状況や財政状態を、一般会計に含めて決算書に表

意見 公社等 
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示することを検討し、それに先立ち経理規程の内容を再検討すべきで

ある。 

退職給付債務の認識について 
 事業団は経理規程における退職給与引当金の計上規定を確定的な表

現に見直すべきである。 
  

指摘 県に関連する

と考えられる

事項 

10 

事業団（または県）は、計算書類（または決算書等）に退職給与引

当金を計上すべきである。 
指摘 県に関連する

と考えられる

事項 

11 退職給付債務の認識について 
 県と事業団は退職手当に係る補助金について、将来負担の確定を含

めて協議することが望ましい。 

意見 県に関連する

と考えられる

事項 

12 借用地の駐車場設置について 
事業団の特別養護老人ホーム4施設は、平成15年4月に県から建物、
設備等につき無償譲渡を受け、その後自主管理を行っている。当該施

設に係る土地は現在も県が所有し、事業団は県から無償貸与を受けて

いるが、同施設のうち寿泉荘に係る土地の一部を所有者である県に特

段の報告なく事業団が駐車場に造成していた。 
借主である事業団は経理規程に従った承認活動を行うべく各施設

への指導を徹底し、また各施設で費用処理されている支出について県

への報告を要するものがないか本部等により調査し、さらに明確な経

理規程を整備することにより承認や報告が漏れることのない体制お

よび内部統制を構築すべきである。 

指摘 県に関連する

と考えられる

事項 

13 指定管理者制度の運用について 
県は社会福祉施設につき、平成 18 年度から指定管理者制度を採用
し、同年から 5年間にわたり事業団を指定管理者として選定し制度運
営してきた。 
この点、計 2期 10年にわたりすべての社会福祉関連施設に係る指定
管理に対して事業団のみしか応募していない現状を外形的に判断する

と、監査人は「幅広い団体の中から指定」されているかどうか、また、

制度趣旨に合致しているかどうか全く疑義なしとしない。 
県は、業務の専門性や提供するサービスの質の確保には十分留意し

つつも、さらに応募者が複数となりやすい環境を整備し、指定管理者

制度の趣旨により合致した制度運用を行っていくべきと考える。 

意見 県に関連する

と考えられる

事項 
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※ 上記表の「摘要欄」について記載すると以下のとおりである。 
 

「公社等」 
：公社等に個別的な事項であり公社等が個別に対処可能と監査人が判断した事項 

 

「県に関すると考えられる事項」 
：上記以外の、県が対処すべき事項または県の方針等を前提とすると監査人が判断した事項 
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Ⅱ. 各公社等に関する各論 
    

・財団法人山形県林業公社 
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【概 要】 

以下については、特段の記述がない限り平成 22年 3月 31日（平成 21年度末）時点

での内容である。 

 

1.概要 

（１）目的  

  「財団法人山形県林業公社寄附行為」第 3条（目的）によると以下のとおりである。  

 

「山形県において森林資源の造成整備を図るとともに、森林、林業に関する普及啓蒙

等を行うことにより水源のかん養を図り、国土の保全を期するとともに林業生産の向

上を促進し、もって住民生活の安定と農山村経済の振興に寄与することを目的とす

る。」 

 

（２）所在  

   山形県山形市緑町 

 

（３）重要な事業所 

   （２）に所在の本部のみ 

 

（４）役員の状況 

 ①人数 

  理事 11名、監事 2名、評議員 11名 

 ②報酬総額 

  7,538千円 

 

（５）職員の状況 

 ①人数 

  職員 10名、嘱託職員 3名、事務補助員 1名 

  

②平均年齢 

  48.3歳（職員 10名） 

 

③報酬総額および平均給与金額（支給総額を人数で除して算出） 

報酬総額は 62,955,473円 

職員（10名）の平均給与額は 6,295,547円 
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（６）県との関係（平成 21年度および平成 21年度末の状況） 

 ①県からの出資 

   法人の出資金金額は平成 22年 3月 31日時点で 10,000,000円であり、全額山形県

が出資している。 

 

 ②県との契約 

 ・「財団法人山形県林業公社事業資金貸付規則」（昭和 42年 7月 3日山形県規則第 36

号、最終改正 平成 17年 7月 12日規則第 61号）に基づき、山形県よりその事業資

金を借り入れている。平成 22年 3月 31日現在、残高は 16,683,405,845円となって

いる。 

 

当該借入金の条件は以下のとおりである。 

    

借入期間および返済条件 （借入実行） 

昭和 42年度から平成 21年度までの各年

度において借入が発生している。 

 

（返済期限） 

昭和 42 年度借入分は平成 62 年 3 月 31

日。借入実行年度により以降各年度末（3

月 31 日）を償還期限とし、平成 21 年度

実行分は平成 84年 3年 31日が償還期限。 

 

金利条件 上記の「財団法人山形県林業公社事業資

金貸付規則」に基づき平成 17年 4月 1日

以降の期間に対応する金利は無利息とす

る。それまでの期間に対応する分は、借

入年度毎にそれぞれの償還期限に一括支

払される。平成 22 年 3 月 31日現在の未

払利息合計額は 8,003,663,319円である。 

 

担保提供・保証人 いずれも該当なし。 
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  なお、平成 21 年度に実行された借入金の概要は以下のとおりである。以下の内容

は既述した残高等に含まれている内容である。 

    

借入実行金額 551,950,000円 

返済期限および返済方法 平成 84年 3月 31日に一括返済。 

金利条件 無利息 

担保提供・保証人 いずれも該当なし。 

資金使途 市中金融機関および日本政策金融公庫か

らの借入金の返済資金ならびに事業運営

資金。 
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また、「財団法人山形県林業公社事業資金貸付規則」は以下のとおりである。 
  

財団法人山形県林業公社事業資金貸付規則 

                         昭和 42年７月３日 

                         山形県規則第 36号 

 

改正   昭和 46年 10月 11日規則第 59号  昭和 59年８月７日規則第 58号 

    平成 6年  6月 7日規則第 46号   平成 15年３月 25日規則第 18号 

    平成 17年 7月 12日規則第 61号 

 

 財団法人山形県林業公社事業資金貸付規則をここに公布する。 

   財団法人山形県林業公社事業資金貸付規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、財団法人山形県林業公社（以下「公社」という。）の円

滑な運営を図り、もつて森林資源の活用及び国土の開発、保全並びに農山村

の経済振興に資するため、県が公社に対して資金を貸付けることについて、

必要な事項を定めるものとする。 

 （貸付け） 

第２条 県は公社に対して、予算の範囲内で、公社が植林、保育及び伐採等の

事業を行なうのに必要な資金（以下「事業資金」という。）を貸付ける。 

 （貸付条件） 

第３条 事業資金の償還期限は、貸付けの日から起算して 83年以内で知事が定

める日とする。 

２ 事業資金の貸付は、無利子とする。 

３ 公社が償還期限（第 10条の規定により繰上償還を命ぜられたときは、当該

繰上償還に係る償還金の償還期限とする。）までに事業資金を償還しないと

きは、償還すべき金額につき山形県財務規則（昭和 39年３月県規則第９号）

第 178条の３に規定する額の違約金を徴収する。 

  一部改正〔昭和 46年規則 59号・平成６年 46号・15年 18号・17年 61号〕 

 （借入申込） 

第４条 公社は、事業資金を借入れようとするときは、借入申込書（別記様式

第１号）に当該年度の収支予算書を添えて、知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項に規定する書類のほか、必要と認める書類の提出を求めるこ

とができる。 

 （貸付の決定通知） 
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第５条 知事は、申込書を受理した場合において、これについて審査し、適当

と認めたときは、事業資金の貸付けを決定し、その旨を公社に通知する。 

 （借用証書） 

第６条 公社は、事業資金の交付を受けようとするときは、借用証書（別記様

式第２号）を知事に提出しなければならない。 

 （貸付金の使用制限） 

第７条 公社は、事業資金を他の用途に使用してはならない。 

 （事業資金の経理） 

第８条 公社は、事業資金に係る収入及び支出について、明確に経理しておか

なければならない。 

 （事業実績の報告） 

第９条 公社は、毎事業年度終了後、２箇月以内に前事業年度内における事業

の実績を知事に報告しなければならない。 

 （貸付けの決定の取消し等） 

第 10条 知事は、公社が次の各号の一に該当するときは、償還期限が到来する

前に既に貸付けた事業資金の全部又は一部を繰り上げて償還させるものとす

る。 

１ この規則に違反したとき。 

２ 偽りの申請その他不正の手段により事業資金の貸付けを受けたとき。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（昭和 46年 10月 11日規則第 59号抄） 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （山形県中小機械類購入資金貸付規則等の一部改正に伴う経過措置） 

２ 次の各号に掲げる規則による貸付金等のうち、この規則の施行前に既に貸

付等の契約が締結され、又は決定がなされているものに係る違約金又は延滞

金の計算については、なお従前の例による。 

 (８) 財団法人山形県林業公社事業資金貸付規則 

   附 則（昭和 59年８月７日規則第 58号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（平成６年６月７日規則第 46号） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の日前に改正前の財団法人山形県林業公社事業資金貸付規

則に基づいて貸し付けられた資金については、なお従前の例による。 

   附 則（平成 15年３月 25日規則第 18号） 
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１ この規則は、平成 15年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前に改正前の財団法人山

形県林業公社事業資金貸付規則に基づいて貸し付けられた資金については、

改正後の第３条第２項の規定は、施行日以後の期間の利息の計算について適

用し、施行日前の期間の利息の計算については、なお従前の例による。 

   附 則（平成 17年７月 12日規則第 61号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、平成 17年４月１日の貸付金から適用す

る。 

２ 平成 17年４月１日（以下「適用日」という。）前に改正前の財団法人山形

県林業公社事業資金貸付規則（以下「旧規則」という。）に基づいて貸し付

けられた資金の償還期限は、次の表の左欄に掲げる貸付の日が属する年度の

区分に応じ、それぞれ貸付けの日から起算して同表の右欄に掲げる期間を経

過する日が属する年度の末日とする。 

昭和 42年度及び昭和 43年度  82年  

昭和 44年度から昭和 50年度まで  81年  

昭和 51年度及び昭和 52年度  80年  

昭和 53年度及び昭和 54年度  79年  

昭和 55年度及び昭和 56年度  78年  

昭和 57年度及び昭和 58年度  77年  

昭和 59年度及び昭和 60年度  76年  

昭和 61年度及び昭和 62年度  75年  

昭和 63年度及び平成元年度  74年  

平成２年度  73年  

平成３年度及び平成４年度  72年  

平成５年度及び平成６年度  71年  

平成７年度  70年  

平成８年度及び平成９年度  69年  

平成 10年度  68年  

平成 11年度  67年  

平成 12年度及び平成 13年度  66年  

平成 14年度  65年  

平成 15年度  64年  

平成 16年度  63年  
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３ 適用日前に旧規則に基づいて貸し付けられた資金については、改正後の第

３条第２項の規定は、適用日以後の期間の利息の計算について適用し、適用日

前の期間の利息の計算については、なお、従前の例による。 

 

 

（以上、「財団法人山形県林業公社事業資金貸付規則」） 
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③県からの補助金等 

  平成 21 年度、県から次のような補助金等の受入がある。なお、補助金については

最終補助者が県であるものを記載した。 

                    金額単位:千円 

区分 名称・内容 金額 

民有林造林事業補助金 189,166 

森林整備活性化資金利子補給

補助金 

25,733 

林業・木材産業づくり交付金 270 

補助金 

補助金計 215,169 

県営林管理経営事業業務委託 23,940 

県林木育種園管理業務委託 8,440 

低コスト森林作業システム研

修業務委託 

357 

林業担い手動態調査業務委託 1,575 

業務委託料 

業務委託料計 34,312 

 

 

 ④県職員 OBの役職員等 

  3名（役員 2名、嘱託職員 1名） 

 

  なお、役員のうち、副理事長 1名は県・担当部長であり、監事 1名は県・担当部課

長である。 

 

 ⑤その他 

   山形県は林業公社が市中金融機関および日本政策金融公庫から事業資金を借り入

れるにあたり、議会での議決のもと、貸付先が損失を受けた時には当該損失を県が補

償するという内容の「損失補償契約」を各金融機関と締結している。これらは、林業

公社が市中金融機関等に対して借入金の返済が不能となる等により金融機関に損失

が生じた場合には、県がその損失を補償するという内容である。合計金額は次のとお

りである。 

                      金額単位 ： 円 

市中金融機関借入分 2,508,771,294 

日本政策金融公庫借入分 9,529,296,275 

計 12,038,067,569 
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 （７）事業の概況 

  以下の事業を行っているが、これらのうちアの事業が主な事業である。 

 

  ア.分収造林及び分収育林に関する事業 

  イ.森林の経営及び施業の受託に関する事業 

  ウ.分収造林及び分収育林制度の促進に関する事業 

  エ.森林、林業に関する普及啓蒙の事業 

  オ.林業労働力の確保の促進に関する事業 

  カ.農山村における林業振興のための事業又は公共施設の整備 

  キ.その他この法人の目的達成に必要な事業 

 

なお、分収造林契約及び分収育林契約（以下、「分収林契約」という。）とは、森林所

有者、造林者又は育林者、費用負担者の三者またはいずれか二者で、造林または保育し

たのちに伐採しその収益を分け合う契約である。また、分収方式による造林又は育林を

促進する目的で、分収林特別措置法（昭和 33年法律第 57号）が定められている。  

  

 林業公社での分収林契約の概要は以下のとおりである。 

 ①分収林契約個所 979個所（延べ契約者数 6,608名（法人を含む。）） 

 ②分収林経営総面積 15,651ha 

（参考：山形県の総森林面積 669,173ha、平成 21年 3月 31日現在） 

 ③分収林の樹種 主にスギ、その他アカマツなど 

 ④分収林契約完了年度（おおむね契約開始時点より 90年間の契約） 

 ⑤分収林契約からの収益分配の割合 林業公社：土地所有者 ＝ 6：4の割合 

      （なお、平成 11年度契約分以降は林業公社：土地所有者 ＝ 7：3の割合。 

当該割合は全体の分収林経営総面積の約 1％程度である。） 

 ⑥分収林の齢級構成別内訳 

   

区分 Ⅱ～Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ～ 計 

面積（ha） 614 1,849 2,406 2,759 3,609 2,929 1,485 15,651 

割合（％） 4 12 15 18 23 19 9 100 

注）齢級とはある一定の幅に、林齢を括ったものをいう。齢級幅は、現在では５か年としており、

1年生から 5年生までをⅠ級齢とし、6年生から 10年生までをⅡ齢級として表示する。なお、林

齢とは植林等更新初年度を 1年生とし、以後の経過した年数をいう。 
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2.沿革 

（１）設立  

昭和 42年 4月 1日。なお、当法人は民法第 34条に基づく「公益法人」である。ま

た、昭和 60年 3月 29日に分収林特別措置法第 9条に基づく「森林整備法人」の認定

を受けている。 

 

（２）重要な事業の開始、改廃 

 設立年度より寄附行為に基づいた事業が行われてきた。なお、新たな分収林契約締

結は、平成 12年度締結分を最後に平成 22年度まで締結されていない。 

 

（３）重要な組織再編 

 特に重要な事実はない。 

 

（４）その他 

 平成 15年 4月 4日に、「林業労働力の確保の促進に関する法律」（平成 8年法律第

45号）に基づき、山形県林業労働力確保支援センターとしての指定を受けている。 

 

3.財務状況 

（１）準拠している会計基準 

  「財団法人山形県林業公社財務規程」（昭和 42年 4月 1日 規程第 12号）が整備・

運用されており、当該規程第 3 条において、「公益法人会計基準」に準拠する旨が記

載されている。現在は、新「公益法人会計基準」（平成 16年改正基準）を適用してい

るが、新公益法人制度への移行と連動しながら、新々「公益法人会計基準」（平成 20

年改正基準）および「同適用指針」（内閣府公益認定等委員会 平成 20年 4月）に基

づく会計に準拠して処理することとしている。 

  

  なお、全国森林整備協会、森林整備法人全国協議会、森林県連合および公認会計士

等で構成する「林業公社会計基準策定委員会」において、全国各地の林業公社の統一

した会計基準を策定することを目標として検討されている。平成 22年 12月 31日の

時点では、その適用時期等は確定していないが「森林資産」の減損処理に関する事項

が重要な検討課題の一つとして認識されており、「森林資産」の減損処理は、次の①

又は②により行うこととしている。 

  ①災害、火災や獣被害等により、その公益的機能（サービス提供能力）が著しく

低下した場合 

  ②主伐時期が明確となった時点（事業年度） 

  注）「森林資産」とは、社会基盤資産として固定資産に属し、森林資産の取得価額
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は、森林整備事業に要した費用（支払利息、管理費等を含む）から、森林整備に係

る収入を控除した実事業費によって構成されるものである。当林業公社では、貸借

対照表中の「分収林経営勘定」が該当する科目である。 

 

（２）財務諸表の概要 
林業公社は「一般会計」及び「林業労働力確保支援センター事業会計」の二つの会

計区分を設けている。「一般会計」に対する「林業労働力確保支援センター事業会計」

の金額規模が僅少であることより、以下の数値はこれら二つの会計区分の合計金額を

記載している。 
 

林業公社が公表している財務諸表より                  金額単位：百万円 
区分 科目等 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 摘要 

資産総額 36,355 36,647 36,957  

流動資産 86 86 104  

固定資産 36.269 36,560 36,853  

 特定資産 179 185 169 *1 

 分収林経営勘定 36,077 36,362 36,669 *2 

負債合計 36,298 36,590 36,890  

流動負債 39 35 52  

固定負債 36,259 36,554 36,838  

 未払利息 8,003 8,003 8,003 *3 

 県長期借入金 15,578 16,131 16,683 *4 

 公庫借入金 9,921 9,714 9,529 *5 

 市中金融機関借入金 2,623 2,566 2,508 *6 

貸借対照表 

正味財産 56 57 66  

 
*1 特定資産の内容は定期預金等であり、将来の職員退職給付の支給に備えるために
積み立てられた「退職給付引当資産」、将来において分収林が罹災した場合の支出等

に備えるために積み立てられた「罹災準備積立資産」、および分収林事業に役立てら

れることを目的として特定の個人から寄付された金額について積み立てた「分収林事

業資産」からなっている。 
 
*2 分収林経営勘定とは、分収林事業（造林から伐採まで）に要した全ての費用の累
計金額（借入金の支払利息を含む。）である。林業公社の資産総額にしめる当該科目

の割合は 99.2％（平成 21年度末）となっている。 
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*3 未払利息は山形県からの借入金に関して、平成 17 年 3 月 31 日までの期間に発
生した利子のうち各年度末での未払金額である。当該未払利息は、「財団法人山形県

林業公社事業資金貸付規則」平成 61 年度以降平成 80 年度の各年度において借入金
の返済時期に支払われることになっている。また、同規則に基づき平成 17 年 4月 1
日以降の期間に対応する利子は無利息とされている。 
 
*4 「財団法人山形県林業公社事業資金貸付規則」に基づく借入金額である。 
 
*5 日本政策金融公庫からの借入金額である。平成 75年度が最終返済期限でありそ
れまでの各年度にわたり返済が行われる。金利は借入金が実行された年度により異な

るが年利 0.0％～3.9％の範囲である。元本及び利子は、現在、約定条件に従い返済が
行われている。 
 
*6 市中金融機関 2行からの借入金額である。平成 55年度が最終返済期限でありそ
れまでの各年度にわたり返済が行われる。金利は年利 1.4750％である。元本及び利
子は、現在、約定条件に従い返済が行われている。 
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林業公社が公表している財務諸表より                  金額単位：千円 
区分 科目等 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 摘要 

経常収益 145,116 143,205 123,407  

 うち分収林事業収益 25,434 68,510 69,510 *1 

 うち受託事業収益 66,103 42,163 40,418  

経常費用 144,984 143,014 123,263  

 うち分収林事業費 66,305 68,510 69,510  

 うち分収費 129 1,573 241  

うち分収林減価額 2,562 9,258 972  

 うち受託事業費 66,103 42,163 40,418  

当期経常増減額 131 190 143  

経常外収益 - - -  

経常外費用 - - -  

当期一般正味財産増減額 131 190 143  

正味財産増

減計算書 

指定正味財産増減の部 - - 9,666  

事業活動収入 285,116 260,127 350,645  

 うち分収林事業収入 177,040 154,885 258,676 **1 

 うち補助金収入 25,434 25,608 25,733  

 うち受託事業収入 66,103 42,163 40,418  

事業活動支出 577,519 538,961 672,656  

 うち分収林事業費支出 226,402 207.019 315,026 **2 

 うち受託事業支出 66,103 42,163 40,418  

 うち管理費支出 

 （うち借入金利息支出） 

274,758 

(209,981) 

264,254 

(205,324) 

302,203 

(201,628) 

**3 

事業活動収支差額 -292,402 -278,833 -322,010 **4 

投資活動収入 - - 35,064 **5 

投資活動支出 13,032 6,153 21,812 **6 

投資活動収支差額 -13,032 -6,153 13,252  

財務活動収入 824,724 789,081 804,950 **7 

財務活動支出 519,051 499,793 495,615 **8 

財務活動収支差額 305,672 289,287 309,334  

収支計算書 

当期収支差額 238 4,300 576  

 
*1 **1 分収林契約に基づく主伐の時期は、平成 21 年度末においてすべての分収
林契約において到来していないが、間伐による収入等が発生している。 
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**2 分収林契約による分収林の生育等に要した費用である。 
 
**3 本部組織の人件費等、諸経費等である。借入金の利子支払についても当該科目
により処理されている。 
 
**4 上記**1、**2および**3の差額は、平成 19年度～平成 21年度の各年度におい
てマイナスとなっている。 
 
**5 平成 21年度は職員退職にともなう退職給付の支出があったため、退職給付引当
資産の取崩しが行われたためである。 
 
**6 特定資産への組入および林業公社が使用する固定資産の取得である。 
 
**7、**8 当該科目の内訳を再掲すると以下のとおりである。 
  
                              金額単位：千円 
 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 

県短期借入金収入 230,000 200,000 200,000 
県長期借入金収入 548,724 553,081 551,950 
公庫借入金収入 46,000 36,000 53,000 
借入金収入 計 824,724 789,081 804,950 

 
金額単位：千円 

 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 

県短期借入金返済支出 230,000 200,000 200,000 
公庫借入金返済支出 233,180 243,095 238,078 
市中金融機関借入金返済支出 55,870 56,697 57,537 
借入金返済支出 計 519,051 499,793 495,615 

 
 以上より、公庫および市中金融機関に対する返済原資は、県からの借入金に賄わ

れている結果となっている。 
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（３）財務情報へのアクセス方法   
  インターネット上、http://business3.plala.or.jp/y-rkoush/index1.htmlにおいて財
務情報を開示しており、以下の情報にアクセス可能である。 

  「業務・財務の状況」において「平成 21年事業報告の概要」が開示されており、
平成２１年度に係る事業報告書、貸借対照表総括表および収支計算書総括表を閲覧す

ることが可能である。 
 
4.今後の経営課題 
（１）過去の「包括外部監査」の状況 
  ①監査対象となったか否か 

 平成 13年度に「財団法人山形県林業公社」のテーマで、平成 15年度に「農林水
産部における補助金の財務事務及び主要な財政援助団体の財務事務と事業の管理に

ついて」のテーマにおいて、林業公社は包括外部監査の対象となっている。 
 

   ②監査対象となった場合、年度と重要な指摘事項の概要とそれに対する対応状況の

概要 
    

年度 区分 内容 措置 措置の時期 
指摘 実情にあった事業計画の必

要性 
平成15年3月に経営
改善計画を策定し、

経営にあたってい

る。 

平成 16年 3月 

意見 公社の自助努力の必要性 上記経営計画に織り

込まれ、これに沿い

経営にあたってい

る。 

同上 

意見 県の財政支援の必要性 
 

同上 同上 

平成 13年度 

意見 財政状態の情報公開の必要

性 
 

同上 同上 

平成 15年度 意見 事業の長期収支見通し（県借

入金の無利子化にあたって

の検討事項） 
・分収率引き上げを検討する

ことの必要性 

平成 16 年中に経営
改善計画を策定。 

平成 17年 3月 

http://business3.plala.or.jp/y-rkoush/index1.html
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・伐採時期の長期化に対応し

た収支見通し策定の必要性 
・県以外からの借入金の利率

引き下げの必要性 
・木材単価変動の影響を把握

することの必要性 
意見 分収林経営勘定の評価額を

把握することの必要性 
 

全国的に統一した算

定方法が確立された

際に、これに沿った

評価を行い、情報開

示を行う方針 
 

林業公社会計基

準策定委員会に

おいて現在検討

中であり、平成

23年3月に検討
結果が報告され

る予定。この公

表を受け対応す

る予定。 
指摘 罹災引当金は、会計上の引当

金の要件を満たしていない

こと。 

引当金の会計処理を

適正に行った。 
平成 16 年度決
算 

指摘 業務委託料算出にあたって

の消費税等の取扱いに適切

でない処理があること。 

消費税法に基づく適

切な処理を行った。 
平成 16年度 

 
 
（２）組織再編の予定の有無とある場合の概要 
  平成 22年 4月から、財団法人山形県みどり推進機構（本部所在は山形市長谷堂）
との機能統合を図り、平成 22年度に理事長、副理事長、専務理事および事務局長を
兼務体制とし、平成 23年 4月から事務所を同一の場所とするとともに、林業労働力
対策部門を統合することとしている。 

 
（３）「公益認定」への対応状況 
  「公益財団法人」への申請（平成 23年秋を目標）に向けて準備作業を行うことを
基本方針としている。「新法人移行準備委員会」を設置し具体的なスケジュール案を

策定し準備を進めている。 
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（４）その他法人が認識している経営課題の概要 
平成 15年 3月に「財団法人山形県林業公社の抜本的改革を目指して」（財団法人山

形県林業公社経営検討委員会報告書）が取りまとめられ公表されている。現時点では、

当該報告書での経営の現状認識、経営改善策に基づき経営されている。当該報告書で

の経営改革の具体的な方策の概要は次のとおりである。 
 
①経営改善策および経費削減効果 

 
 項目 具体策 節減額 
ア 分収林事業の経費の節減 ・施業基準等の見直し 

・国庫補助対象とならない森林

整備の廃止 
・分収林事業費の削減 

22億 33百万円 

イ 公社組織の簡素化および効
率化 

・人員の削減 
・森林整備地域活動支援交付金

制度の活用（過年度で終了） 

27億 5百万円 

・長伐期施業による低金利資金

への借換（分収林契約期間 70
年から 90年へ延長する。借換
対象額 28 億 97 百万円につい
ての金利を 3.5％～6.5%→
1.1％～1.25％とする。） 

17億 44百万円 ウ 分収林事業の見直し 

・分収率の適正化（分収林契約

による利益の配分率（公社:土
地所有者）を 6：4 から 7：3
に変更する。） 

 

エ 県の支援策の導入 ・県資金の利率軽減 335億 90百万円 
オ その他 ・事業費や管理費の削減に伴う

金利負担の減 
22億 68百万円 

（注）削減額は平成 13 年度～平成 81 年度までの期間について、林業公社が試算し
た数値である。 
 
②森林・林業における分収林の利活用の推進 
 
③情報公開の取組 
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【参考・林業公社の経営等に関する経営環境について】 
 

①全国的な林業公社の経営環境に関しては平成 22年版「森林・林業白書」において
次の記載がなされている。 

 
「林業公社は、計画的な森林資源の造成や山村の振興等を目的として地方公共団体

の出資により設立された公益法人であり、森林所有者等による造林が進み難い森林を

対象として分収造林契約に基づき森林を造成してきた。現在、これらの森林のほとん

どは間伐等が必要な段階にあり、引き続き適切に管理していくことが重要である。し

かしながら、多くの公社は事業実施に必要な資金を借入金に大きく依存しており、当

面、まとまった伐採収入が見込めず債務残高が増加している状況にある。また、各地

の公社造林地では契約による伐採時期が迫っている状況にあり、森林のもつ多面的機

能をどのように持続的に発揮させていくかが課題となっている。このため、林野庁で

は、補助事業の拡充や金融措置等について、関係機関・地方公共団体等と連携して取

り組むこととしている。」 
 
 ②「林業公社の経営対策等に関する検討会報告」（総務省、林野庁等 平成 21 年 6
月最終報告）が公表されており、林業公社の経営状況等の情報開示と林業公社のあり

方について検討がなされている。以下に引用する。 
 
  ・経営状況等の実態把握・開示 

 「林業公社については、最新の公益法人会計基準を早期に適用することとし、

その際、投資を行ってから利益を得るまでの期間が長期にわたるという林業の特

殊性等を踏まえ、森林資産の時価の具体的な算定方法について検討を行う。その

上で、林業公社の経営状況及び資産債務の状況について議会に説明するとともに、

住民に積極的かつわかりやすい情報開示を行うべきである。」 
 

  ・林業公社の存続を含む抜本的な経営の見直しの検討 
「経営が著しく悪化した第三セクターについては、その存廃も含めた集中的な改

革が求められていることから、都道府県においては、林業公社に係る「改革プラン」

を策定し、確実に実行する必要がある。存続する林業公社に係る「改革プラン」に

おいては、具体的な経営改善策や必要となる公費負担を明らかにした上で、林業公

社の将来にわたり計測的な経営が可能となることを客観的に示す必要がある。 
その際、第三セクター等改革推進債が平成 25 年度までの措置であること及び新し
い公益法人制度への移行期間が平成25年11月末までで終了することに留意すべき
である。」 
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【監査の結果および意見】 
 
（公社等に関する事項） 
 
1.会計基準および財務規程への準拠性について 
  平成 21年度末において、実在しない現品処分済みの固定資産（事務用椅子 2脚の
うち 1 脚）が計上されている。当該固定資産の取得価額合計は 245,700 円であり、
平成 21年度末帳簿価額は 12,285円である。 

  また、林業公社の財務規程によると費用として処理した物品について各年度末に現

物確認手続（現品と帳簿とを照合し、不一致があれば原因調査と然るべき会計処理を

実施する手続）を行うこととしているが、実査手続が実施された証跡が残されていな

い。 
  上記の不一致の原因は、固定資産の定期的な現物確認手続が実施されていないこと

によるものと考えられる。林業公社の財政状態が財務諸表に適切に反映されるように、

実在しない固定資産は然るべき責任者の承認手続の後に除却処理する必要がある。 
  財務規程第 37条において、「固定資産の管理は（中略）管理の万全を期するものと
する」と規定されており、固定資産の定期的な現物確認手続を行うことが万全の管理

に含まれるものと類推する。 
  一方、物品については毎期実在性をチェック（第 40条）することと規定されてい
るが、現物確認手続を行った形跡が残っていない以上、当該手続を実施したものとは

外形的に判断しがたい。 
  したがって、固定資産および物品について毎年実在していることを確かめ、その明

確な証跡を残したうえで、現物管理およびその会計処理（不一致がある場合の除却処

理等）を適切に行うべきである。【指摘】 
 
2.借入金の残高管理について 
  県からの借入金の一部について、県知事が押印した外部資料「資金の貸付について

（通知）」が保存されていない年度が散見された。 
  県からの借入に関しての外部資料は当該通知のみであるため、林業公社における権

利義務を明確にする重要資料として適切に保管する必要がある。【指摘】 
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3.借入金の返済可能性について 
  上記の概要に記載したとおり、林業公社の財務状況および経営成績については次

の点を認識することができる。 
 
 （１）資産の部では、分収林経営勘定の残高が 36,669百万円（平成 21年度末残高）
であり総資産金額の 99.2％である。分収林経営勘定とは、分収林事業（造林から伐
採まで）に要した全ての費用の累計金額である。 

 
  （２）負債の部では、次のように借入金等により、上記資産の資金調達がなされて

いる状態である。 
   
科目 金額（百万円） 摘要 
未払利息① 8,003 平成 16年度までに発生した県借入金

に関する支払利息の未払金額 
県借入金② 16,683  
公庫借入金③ 9,529 日本政策金融公庫からの借入 
市中金融機関借入金 

④ 
2,508 銀行 2行からの借入 

（⑤借入金額計②+③+
④） 

（28,720）  

計 ①+⑤ 36,723  
 
（３）収支計算上、年間の事業活動収支差額は△322 百万円であり、事業活動より

322百万円の資金不足が生じている。このため、事業活動のために何らかの資金調
達が必要となるが、県からの借入金により資金調達を行っている。 
また、公庫借入金および市中金融機関借入金は約定返済が進んでいる。この返済

資金は事業活動収支差額がマイナスであり事業活動収支からは生じないことから、

県からの新規借入により調達している。 
以上より、年間新規に 5億円程度、県からの借入金が増加している。分収林契約
による主伐時期はかなり先に到来するため、事業活動収支が改善し事業活動から借

入金の返済原資が生ずる年度は当面ない。従って、当面は年間 5億円程度の県から
の借入金が増加する年度が継続する。この点は、収支予測を参照のこと。 

 
（４）県、公庫及び市中金融機関からの借入金の返済原資は、分収林契約に基づく

主伐による木材販売収入から分収交付金（分収率に応じた土地所有者の収入額）お

よび売却に要した費用を控除した額である。 
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この点については、以下の表のとおり、収支予測を策定している。これによる

借入金残高総額は平成 47 年度末の 32,900 百万円が、県からの借入金残高は平成
60 年度末の 31,715 百万円がそれぞれピークとなり、平成 102 年度までに完済す
るものとしている。 
  
 
以下に林業公社が作成している収支予測（要約）を掲げる。 

 収入は主伐による収入が主な内容であり、主伐期が本格的に到来する平成 69年
度頃より収入額が増加する。当該計画における主伐による収入は分収林契約に基

づく収入金額である。 
 支出は土地所有者への分収交付金、県・公庫・市中金融機関への支払利息およ

び借入金返済額等である。 
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また、当該収支予測は以下の前提条件等を含んでいる。 
①木材価格については現状での市場動向に基づく見積もりである。従って、市

場価格の将来変動リスクを含んでおらず、主伐時期の市場価格次第で変動する

可能性がある（最悪の場合には収支予測に大幅な狂いが生じる可能性がある。）。

主伐時期における木材の需要動向および供給動向が木材価格相場に大きな影

響を及ぼすことが考えられる。 
 

②主伐時期には、伐採した木材を市場まで運び出すための林内路網整備等のイ

ンフラ整備が必要であり、こうした投資を見込んだ収支予測となっている。こ

れらのインフラ整備は、密接に林業収支に影響し、さらに公社のみならず県内

林業振興のため不可欠なものであることから、公社の自助努力に加え、今後、

国および県が推進する路網整備等の新たな取組みの中で進めていく必要があ

り、これに対応した収支予測としていかなければならない。 
 

③土地所有者との連絡が、迅速かつ網羅的にとれなければ、主伐時期の収益配

分に大きな支障が出ることが予想される。特に主伐時期が本格的に到来するの

は平成 68年度以降であることから、今後、不在村化・高齢化の進行とともに、
土地所有者や分収林契約の承継人が不明になる状況が拡大していることが予想さ

れることから、これらの適切な把握が課題である。 
 
公社と各土地所有者との間の山形県林業公社造林契約書（この契約について、

以下「分収契約」という。）について、地上権設定期間は、当初５０年間ないし７

０年間とされていたが、その後、林業公社において、同設定期間を９０年間に延

長する旨の期間延長協定書締結作業を行っているところである。期間延長協定が

締結された場合、造林木を伐採するのは分収契約からおよそ７０年から８０年後

ころからとなり、分収契約の契約者たる土地所有者の多くにおいて相続が発生し

ていることが予想される。 
 林業公社においては、上記契約期間延長交渉と合わせ、各分収林契約の契約者

調査を行っている。その結果，相続が発生していた場合、土地所有権を取得する

者が分収林契約を承継する旨の手続きを行っている。また、各森林組合などから

相続などの情報が寄せられた場合にも，同様の手続きを行っている。 
 

                    しかし、林業公社では、土地所有者について相続が発生しているかどうかにつ

いて全てを把握することは困難である。また、現状においても、相続人が土地の

登記名義を変更しない例などが存在する。そして、このような状況は、今後、土

地所有者の相続が発生するにつれて、拡大していくことが予想される。分収林契 
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約から７０年以上経過した造林木伐採時には、土地所有者や分収林契約の承継人が 
不明になる状況が拡大していることが予想され、その場合、伐採の収益配分手続き 
に支障を及ぼす可能性がある。 

 
④分収林が山火事や雪害等による被害を受ければ販売価値や販売金額が目減り

するリスクがある。あるいは追加的な費用が発生するリスクがある。なお、森林

の損害に対する保険制度としては林野庁の森林国営保険事業がある。林業公社で

は、「業務方法書」に基づきリスクの高い 2齢級（10年生）まで加入し、それ以
降については、損害頻度と保険料（分収林契約期間に応じた一括払い金額の概算

見積金額は 20億円程度）とを比較し、現在は、保険契約を締結していない。な
お、罹災準備積立預金を積み立てることにより追加的な費用発生リスクに備えて

いる。 
 

⑤分収林契約のほとんどにおいて、林業公社と土地所有者との分収率が 6：4と
なっている。しかし当該収支予測ではその割合を 7：3として策定している。こ
れは「財団法人山形県林業公社の抜本的経営改革をめざして」（財団法人山形県

林業公社経営検討会報告書 平成 15年 3 月）において分収率を従来の 6：4 の
割合から 7：3の割合に変更していくことが明記されていることを根拠としてい
る。しかし、上記の報告書が策定された平成 15 年以降数年が経過しているが、
現在、分収林契約を 90年に延長する契約変更を進めることを優先させて実施中
であることから、分収率の変更協議についてはその後に実行する計画としており、

変更協議が進んでいない。 
 

    ⑥支出のうち分収林直接事業費（分収林の育成・整備に係る費用）については、 
分収林の育成・整備に関する具体的方針・施策を明らかにした「施業基準」に基

づき、平成 21年度の 315百万円から平成 35年度まで減少していき、平成 36年
度以降については、巡視等業務を中心としたストック管理のみを実施する観点か

ら費用をゼロとしている。 
 

借入金の返済可能性は分収林契約からの収益が収支予測通り実現するか否か

にかかっている。毎年度、経営コスト、木材価格を反映させた収支予測の見直し

を行っているが、理事会の承認事項とはなっておらず専務理事の専決事項となっ

ている。これらの収支予測は、かなり長期にわたる将来予想を含み、策定にあた

っては困難さを伴うものであるが、毎年度、理事会等で機関決定すべき事項と考

える。また、収支予測の達成状況は県の財政にも少なからぬ影響を及ぼすことと

考えられることから、然るべき方法で情報開示される仕組みが必要であると考え
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る。【指摘】 
 
収支予測の実現可能性は、分収林契約における林業公社と土地所有者との分収

率を 7：3と変更することが達成されるかどうかに大きくかかわっている。 
この方針が明確にされた「財団法人山形県林業公社の抜本的経営改革をめざし

て」においては、同時に、主伐までの契約期間を延長するとともに低利な資金へ

の借換えをはかり返済負担を軽減することにも言及されている。林業公社ではこ

の契約期間を延長させることを優先し実行中であるが、当該経営改善の大きなウ

ェイトを占める分収率変更への具体的な対応策を速やかに講じることが必要で

ある。【指摘】 
 

  既述のとおり、土地所有者を正確に把握することが今後重要になると考えられ

る。このため、現在も行っている「造林契約台帳」による契約内容の管理を今後

とも充実していくことが望まれる。【意見】 
 

また、施業基準および路網整備方針が新たに策定されており、これを踏まえた

収支予測および投資計画を早期に策定する必要がある。これらの計画は政策方

針等の見直しに伴い適時に見直していくべきものであり、この結果に基づき分

収林直接事業費（分収林の育成・整備に係る費用）の将来予想の金額を見直す

必要がある。【意見】 
     
    

4.分収林経営勘定について 
 分収林経営勘定（平成 21年度末残高 36,669百万円）については、取得価額（分
収林事業（造林から伐採まで）に要した全ての費用の累計金額（借入金の支払利息を

含む。））により評価されている。 
 
  当該科目について、時価が把握されていないため含み損（分収林の主伐採等により

得られる売却金額により回収できない取得価額金額）があるのか否か、含み損の金額

がどの程度になるのか不明である。含み損があり、金額の程度如何によっては、借入

金の返済原資が不足することになり、借入金が返済できないことになる。 
  現状、分収林経営勘定の評価に関する実務慣行は定着していないが、平成 22年 12
月 27日に報告された「林業公社会計基準について（素案）」（林業公社会計基準策定
委員会）では、時価評価を行う時期は主伐時期が到来した時期とされている。現在、

林業公社では主伐時期に到来している森林資産（=分収林経営勘定）は無いことから、
時価評価額を算定する時期ではないと認識している。 
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なお、上記基準では、標準伐期齢以上の森林資産について、現時点における「回収

能力見込額」を注記し、森林資産情報として開示することとしている。 
この基準が策定されれば、林業公社にかかる一般に公正妥当と認められる会計基準

としてこれを遵守する必要がある。【意見】 
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なお、日本学術会議の答申によれば、森林の有する機能として以下の機能が挙げられ

ている。 
    
 名称 機能の内容 
① 生物多様性保全機能 ・遺伝子保全 

・生物種保全 
・生態系保全 

② 地球環境保全機能 ・地球温暖化の緩和 
・地球気候システムの安定化 

③ 土砂災害防止/土壌保
全機能 

・表面浸食防止 
・表層崩壊防止 
・その他の土砂災害防止 
・土砂流出防止 
・土壌保全（森林の生産力維持） 
・その他の自然災害防止機能 

④ 水源涵養機能 ・洪水緩和 
・水資源貯留 
・水量調節 
・水質浄化 

⑤ 快適環境形成機能 ・気候緩和 
・大気浄化 
・快適生活環境形成 

⑥ 保健・レクリエーショ

ン機能 
・療養 
・保養 
・レクリエーション 

⑦ 文化機能 ・景観・風致 
・学習・教育 
・芸術 
・宗教・祭礼 
・伝統文化 
・地域の多様性維持（風土形成） 

⑧ 物質生産機能 ・木材 
・食糧 
・肥料 
・飼料 
・薬品その他の工業原料 
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・緑化材料 
・観賞用植物 
・工芸材料 

 
 これらの機能のうち①から⑦の機能が取引される仕組みまたは市場等が存在してい

ない状況、すなわちこれらの価値が借入金の返済原資とはならないことに鑑みて、これ

らの機能が生み出す森林価値を否定する意図ではないが、ここでの分収林経営勘定の時

価評価において考慮していない。 
 
 なお、公益的機能評価額は県により公表されており（公表時期は平成 13 年 11 月）、
参考までに次に掲げる。 

単位:億円/年 
機能 項目 金額 

二酸化炭素吸収 330 地球環境保全機能 
化石燃料代替 33 
表面浸食防止 7,775 土砂災害防止/土壌保全機能 
表層崩壊防止 2,246 
洪水緩和 957 
水資源貯留 2,484 

水資源涵養機能 

水質浄化 3,810 
保健・レクリエーション機能 保健・レクリエーション 600 
合計 18,235 

      
      上記の山形県の合計値を森林面積で按分すると、林業公社の造林地の評価額は次の

とおりである。 
    

区分 森林面積（ha） 評価額（億円/年） 
山形県合計 669,179 18,235 
公社造林地 15,651 427 
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  （公社等の監査過程において検出された、県に関連すると考えられる事項） 
     

1.借入金の返済可能性に関連するインフラ整備について 
既述のとおり、収支予測に基づき借入金が返済可能であるための条件の一つとし

て主伐時期に伐採した木材を市場まで運び出すための路網整備等のインフラ整備

が必要となる。 
現在、公社では独自に路網整備方針を策定しているが、インフラ整備の費用負担

については、今後公社の自助努力に加え、社会資本整備の観点から、国の方針を受

けた県の林業行政の枠組みの中で検討されるべき事項であると考えられる。【意見】 
 
 

                              以    上 
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 ・山形県道路公社
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【概 要】 

以下については、特段の記述がない限り平成 22年 3月 31日（平成 21年度末）時点

での内容である。 

 

1.概要 
（１）目的 
 山形県の区域及びその周辺の地域において、その通行又は利用について料金を

徴収することのできる道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を総合的かつ効率

的に行うこと等により、この地域の地方的な幹線道路の整備を促進して交通の円滑化

を図り、もって住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与するため、建設大臣の設

立認可を得て山形県が設立団体となり、昭和４６年４月 1日に発足した。 
 
（２）所在  
   山形県山形市緑町 
 
（３）重要な事業所 
 ○ 山形駅西口駐車場（霞城セントラルパーキング） 

山形市城南町 
 ○ 西蔵王有料道路管理事務所 
  山形市蔵王成沢 
 ○ 跨線橋駐車場（四箇所） 
 
（４）役員の状況 
 ①人数 （ ）内は非常勤 
  理事 4名（２名）、監事２名（２名） 
 ②報酬総額 
  0円 
 
（５）職員の状況 
 ①人数（常勤・非常勤の別） 
  職員 14名（常勤 1名 非常勤 13名） 
 ②平均年齢 
  ５５歳 
 ③報酬総額および平均給与金額（支給総額を人数で除して算出） 
  36,859,767円（2,632,840円）(14名) 
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（６）県との関係（平成 21年度および平成 21年度末の状況） 
  ①県からの出資 
   816,000,000円 

②県との契約 

 山形県有料事業運営資金貸付契約 
 平成 21年度借入金 2,532,000,000円（期末には返済し、残高０） 
 土地使用貸借契約（山形駅西口駐車場の土地について、無償借入） 
③県からの補助金等 
 山形県道路公社補助金交付規程に基づき、過年度に県へ移管した道路に係

る県の債務を償還するための補助金  193,790,000円 
④県職員 OBの役職員等 
 非常勤嘱託職員 1名 
⑤その他 
特記事項なし 

 
（７）事業の概況 
  以下の事業を行っているが、これらのうちアの事業が主な事業である。 
 
  ア．有料道路事業（地方道路公社法第 21条第 1項） 
  ①西蔵王有料道路 

西蔵王有料道路は、山形市蔵王温泉字同志平から山形市蔵王成沢字羽

龍までの 3.2kmの延長があり、アスファルトコンクリート舗装の総事業
費 2,249,742千円の道路である。平成 21年度末現在の当該有料道路の料
金徴収期間及び通行料金は、以下のとおりである。 

 
料金徴収期間 自 昭和 61年 8月 1日 

至 平成 28年 7月 31日 
通行料金 普通車        

大型車（Ⅰ） 
大型車（Ⅱ） 
軽自動車等 
軽車両等 
 

300円 
450円 

1050円 
200円 
50円 
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       昭和 61年から、料金徴収が始まったが、平成 21年度末までの料金徴収
期間中における有料道路交通量実績は、以下のグラフの通りである。平成

10年度をピークに年々交通量は、減少の一途であったが、平成 21年度に
おいて、前年度を上回る交通量があり、減少の傾向に一応の歯止めがかか

った。
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      ②山形駅西口駐車場 
山形駅周辺地区は、交通結節機能の向上に伴い駐車場の需要が増大し、

駐車場の不足が深刻となっていた。さらに駅西地区は、再開発事業の進展

により、生活・文化・情報機能の中核となる街が形成されることから必然

的に交通量の増加が予想された。このため、同地域の駐車場の不足から起

因する交通機能の低下に対処し、安全かつ円滑な道路交通の確保と都市機

能の効率化を図るための総合駐車場として、建設されることとなった。駐

車場の施設であるが、有料道路事業として、道路附属物との位置づけとな

っている。 
 
山形駅西口駐車場の概要については、以下のとおりである。 

敷地面積 1,643平方メートル 
構造 鉄骨耐火構造 ８階８層 
駐車台数 345台 
総事業費 1,220,000千円 
料金徴収期間 自 平成 12年 12月 14日 

至 平成 42年 12月 13日 
基 本

料金 
普通駐車

料金 
 

駐車時間 
 はじめの 30分まで 200円 
 以後 30分ごとに 100円 
全日 0：00～24：00 22,500円 
昼間 7：00～22：00 14,000円 

定期駐車

料金 
（1ヶ月） 
 

夜間 18：00～8：00 11,500円 

夜間料金 22：00～8：00 700円 

利用料金 

特 別

料金 
 

1 日上限
料金 

24時間毎 1,200円 

 
山形駅西口駐車場の過去３年間の利用状況は以下の通りである。徐々に減

少傾向にあるが、高い利用率を維持しており、事業の運営は順調に推移して

いる。 
年度 利用台数（台） 収入額（千円） 

平成 19年度 258,776 119,190 
平成 20年度 247,773 111,124 
平成 21年度 245,136 101,836 
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イ．駐車場事業（地方道路公社法第 21条第 2項第 2号） 
①跨線橋下有料駐車場の事業について 
 跨線橋下駐車場は、地方道路公社法により行うことができるとされる有料

道路事業以外の事業であり、道路の跨線橋下の土地・空間を道路管理者であ

る山形県から占用許可を受けて実施しているものである。現状四箇所の跨線

橋下駐車場の占用許可を受けて、運営している。 
 
四箇所の跨線橋下駐車場の概要は以下のとおりである。 

 

項目 
老野森跨線 

橋下駐車場 

東根跨線橋 

下駐車場 

坂巻跨線橋 

下駐車場 

城南跨線橋 

下駐車場 

営業開始日 平成 7年 10月１日 平成 10年 12月１日 平成 12年 9月１日 平成 13年 8月 1日 

平成 16年 12月 1日

（西側増設） 

駐車台数 82台 58台 12台 66台 

駐車料金 3,500円/月 3,100円/月 4,000円/月 （東側） 

普通車 11,500円/月 

軽自動車 9,500円/月 

（西側） 

普通車 10,500円/月 

軽自動車 8,500円/月 

占用料 128,730円/年 146,330円/年 72,320円/年 545,530円/年 

 
また、最近 3カ年における利用状況については、以下のとおりである。 

平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 跨線橋下 
駐車場名 契約 

台数 
収入 
（千円） 

契約 
台数 

収入 
（千円） 

契約 
台数 

収入 
（千円） 

老野森 
Max：82台 

74台 3,253 72台 3,040 67台 2,905 

東根 
Max：58台 

50台 1,733 41台 1,628 40台 1,484 

坂巻 
Max：12台 

10台 418 12台 520 11台 542 

城南 
Max：66台 

66台 8,451 65台 8,511 66台 8,499 

    （注）契約台数は、年度末時点の数字である。
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2.沿革 
昭和４６年 ４月 山形県道路公社 発足 

昭和４７年 ４月 西吾妻有料道路を山形県から引き継ぐ 

昭和４８年 ７月 西吾妻有料道路 供用開始 

昭和４８年１１月 鳥海有料道路 供用開始 

昭和５６年 ９月 山形県蔵王有料道路を山形県から引き継ぐ 

昭和６０年 ７月 山形県蔵王有料道路 無料開放 

昭和６１年 ８月 西蔵王有料道路 供用開始 

平成 ９年 ４月 鳥海有料道路 無料開放 

平成 ９年１２月 西蔵王有料道路の一部を県へ移管 

平成１１年 ４月 山形県土地開発公社と総務部門の統合を実施 

平成１２年１２月 山形駅西口駐車場 供用開始 

平成１５年 ７月 西吾妻有料道路 無料開放 

平成１７年 １月 

山形県土地開発公社・山形県住宅供給公社と共に、統

合・共通化を実施するため、山形県地域づくり支援機構

が発足 

 
3.財務状況 
（１）準拠している会計基準 
  「地方道路公社法」（昭和 45 年 5月 20 日 法律第 82 号、最終改正平成

18年 6月 2日法律第 50号）が整備・運用されており、「同施行規則」（昭和
45年 8月 14日建設省令第 21号、最終改正平成 17年 6月 1日国土交通省
令第 66号）に基づく会計に準拠して処理することとしている。 
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    （２）財務諸表の概要 
 ①貸借対照表                    （単位：百万円） 

 *1 有料道路事業に係る損失を補てんするため、「道路整備特別措置法施行規則」第 11 

条、「山形県道路公社財務規程」第 50 条の規定により、各年度の道路の料金収入額の

10％を乗じて得た額の累計額を計上している。 
 
 
 

科 目 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 摘 要 
資産総額 3,503 3,503 3,473  

流動資産 126 128 100  

固定資産 3,377 3,375 3,373  

 事業資産 3,299 3,299 3,299  

 有形固定資産 78 76 74  

 無形固定資産 0 0 0  

     

負債合計 4,431 4,237 4,013  

流動負債 2,764 2,564 2,322  

 短期借入金 2,753 2,532 2,314  

 その他 11 32 8  

固定負債 699 635 585  

 長期借入金 668 620 569  

 退職手当引当金 31 15 16  

特別法上の引当金等 968 1,038 1,106  

 道路事業損失補て

ん引当金 
281 296 311 *1 

償還準備金 687 742 795  

資本計 △928 △734 △540  

基本金 816 816 816  

繰越欠損金 △1,744 △1,550 △1,356 西吾妻有料道路、西
蔵王有料道路の一

部の無料開放時の

道路移管処理に伴

う繰越欠損 

負債・資本合計 3,503 3,503 3,473  
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②損益計算書                        （単位：百万円） 
科 目 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 摘要 

収益の部合計 543 390 364  
業務収入 192 177 170  
 道路料金収入 59 52 55  
 駐車場料金収入 133 125 115  
業務外収入 351 213 194  
 業務補助金収入 349 194 194  
 その他 2 19 0  
     
費用の部合計 194 196 170  
管理業務費 77 72 79  
 道路管理業務費 31 26 31  
 駐車場管理業務費 46 46 48  
一般管理費 23 46 16  
諸減価償却費 2 2 2  
引当金繰入額 1 1 1  
特別法上の引当金繰入

額 
86 70 68  

業務外費用 5 5 4  
     
当期利益 349 194 194  
     

 
（３）財務情報へのアクセス方法   

インターネット上、

http://www.y-douro-k.or.jp/kessan/gyoumu-kessan_gaiyou.htmlにおいて財務
情報を開示しており、以下の情報にアクセス可能である。 
「決算概要」において「平成 21年度 財務諸表」が開示されており、平成 

２１年度に係る財務諸表を閲覧することが可能である。 

http://www.y-douro-k.or.jp/kessan/gyoumu-kessan_gaiyou.html
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4.今後の経営課題 
 
（１）過去の「包括外部監査」の状況 
  ①監査対象となったか否か 

平成 12年度に道路公社は包括外部監査の対象となっている。 
   
②監査対象となった場合、年度と重要な指摘事項の概要とそれに対する対応状況の

概要 
 
平成 12年度  
指摘事項 措置の状況 
○土地取得台帳について 
 土地取得台帳が一部未整備の部分が

あった。登記簿または登記済証と称号が

できるように台帳を整備しておく必要

がある。 

土地取得台帳の一部未整備の部分に

ついて、すべて整備した。 

○国等から借入金の繰上償還に係る公

社と県との協定について 
 平成 9 年度の西蔵王有料道路の一部
無料開放に伴い、道路公社は借入金（国、

政府系金融機関から有料道路建設資金

として借入）の繰上償還をする必要が生

じ、道路公社はその資金として市中銀行

から借入を行った。この借入金について

は、「西蔵王有料道路の引継ぎに関する

協定書」で道路公社と県とで協議するこ

ととされているが、協議の時期、内容に

ついては触れられていない。道路公社と

県はその点を明らかにしておく必要が

ある。 

平成 13 年 5 月１日県知事と山形県道
路公社理事長が協議書を締結し、協議

の時期、内容について明らかにした。 

○経営成績及び財政状態について 
 公社の決算書では、毎年発生した損益

を償還準備金として計上するために、経

営状態を反映していない。試算では平成

11年度の単年度の損益は、5百万円の損
失であり、平成 11 年度末の累積損失は

平成 17 年度決算から毎事業年度の損
益計算書上損失が生じた場合は繰越

欠損金として計上して整理すること

で、予算・決算書に経営状態を反映さ

せるように見直しを行った。コスト面

からは、有料道路事業の経営改善を図
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14 億円と推測される。現在、道路公社
は西吾妻有料道路と西蔵王有料道路を

経営中であるが、平成 11 年末の収支差
額は計画を下回っている。西吾妻有料道

路については、平成 15年 7月から、西
蔵王有料道路については、平成 28 年 8
月から、それぞれ無料開放されるが収支

の状況がこのまま推移すれば、無料開放

時に県は多額の財政負担が懸念される。 
 

るため、平成 16 年度に退職職員の不
補充でプロパー職員を 1名減にすると
ともに、土木部関連 3公社を統合して
役員の共通化、組織のスリム化を図っ

た。また、収入の面からも西蔵王有料

道路への案内標識を分かりやすいも

のにして誘客を図り、平成 18年度は、
西蔵王有料道路の料金徴収時間帯を

これまでの季節変動型から年間一律

型に変更することで利用者の利便性

の向上に努めている。 
 
（２）組織再編の予定の有無とある場合の概要 

  現時点において、特別の検討はなされていない。 
 

（３）「公益認定」への対応状況 
特別法人であり、対応の必要はない。 
 

（４）その他法人が認識している経営課題の概要 
    平成 28年度に西蔵王有料道路の無料開放が予定されている。 
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【監査の結果および意見】 
 
（公社等に関する事項） 
 
１．跨線橋下駐車場の有効利用について 
東根跨線橋下駐車場については、野鳥の害により、一部利用ができないスペースが

生じている。営業収入の機会損失が発生しているため、費用対効果を検討したうえで、

早急に対応を行っていくべきである。 
また、老野森跨線橋については、需要が少ないため、空きスペースが生じている。

需要を掘り起こし、スペースを有効利用できるように、費用対効果を検討したうえで、

対応を図っていくべきと考える。【意見】 
 

（表 1）跨線橋下駐車場の契約状況（要約） 
                              （金額単位：円） 

平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 
駐車場 定数 契約

台数 
収入 

契約 
台数 

収入 
契約 
台数 

収入 

老野森 82台 74 3,253,870 72 3,040,040 67 2,905,560 
東 根 58台 50 1,733,870 41 1,628,740 40 1,484,600 
坂 巻 12台 10 418,980 12 520,000 11 542,330 
城 南 66台 66 8,451,500 65 8,511,500 66 8,499,000 

収入合計  13,858,220  13,700,280  13,431,490 
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2．収支決算内訳書における本社経費割掛分の算定について 
現状、本社経費を按分する際、西蔵王有料道路、山形駅西口駐車場における負担額を

少なくするため、下記の表に明らかなとおり跨線橋下駐車場の収支を 0にするような按
分を行っているが、必ずしも実態に即した処理ではない。 
 本来、本社経費按分は、人件費の従事割合等、合理的な基準によって按分すべきであ

る。しかし、経営改善のため組織のスリム化を図っていることにより、総務・管理業務

とも兼務体制をとっているため、従事割合が出せない状況となっている。 
あくまでも、本社経費按分は、従事割合等によりできる限り正確に行い、そのうえで、

跨線橋下駐車場の収支差額分について西蔵王有料道路会計や山形駅西口駐車場会計へ

拠出する場合は、道路公社として他会計へ拠出する意思決定を行った上で、処理するべ

きである。【意見】 
 
（表２） 道路公社収支決算 本社経費割掛分の算定について 
                                 （単位：円） 

 区分 
西蔵王 
有料道路 

山形駅西口 
駐車場 

跨線橋下 
駐車場 

合計 

実際按分 7,349,012 15,104,420 12,112,806 34,566,238 平成 19年度 
収益按分 
した場合 

10,630,232 21,471,459 2,464,547 34,566,238 

実際按分 12,247,218 25,920,806 11,778,842 49,946,866 平成 20年度 
収益按分 
した場合 

14,811,663 31,286,055 3,849,148 49,946,866 

実際按分 5,586,039 10,682,183 11,588,457 27,856,679 平成 21年度 
収益按分 
した場合 

8,945,959 16,708,532 2,202,188 27,856,679 
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（公社等の監査過程において検出された、県に関連すると考えられる事項） 
 
１．山形駅西口駐車場について 
山形駅西口駐車場は、山形新幹線の開通等により、駅西地区の交通結節機能が向上し、

駐車需要が増大することに加え、区画整理事業の計画では、事業の進捗により、駅西暫

定駐車場が廃止される計画であったことから、山形駅西地区においては約 950 台の駐
車場不足が想定され、当該地区には民間の商業施設ビルの建設や民間の駐車場開発の予

定もなかったため、駐車場不足に対応するべく、平成 12 年 12 月に道路整備特別措置
法による有料道路（道路資産）の位置づけで整備されるにいたったものである。有料道

路事業としては、平成 42 年 12 月までの道路公社の実施事業として計画されている。
しかしながら、その期間を終了すると、当該駐車場が市道の附属物との位置づけである

ことから山形市へ移管するか、または、県の土地であることから、県へ移管することが

想定されている。上記の経緯により、山形駅西口駐車場は有料道路と同様の会計処理が

行われている。つまり、駐車場から生ずる収支差益（各道路別の収支差益と収支差損の

正味差益）を計算することにより駐車場への投下資金の正味回収額を明らかにし、この

額を損益計算書上「償還準備金繰入額」として計上するとともに、その累計額を貸借対

照表上の「償還準備金」として計上することとなっており、道路資産の無料開放時にお

いて、当該道路の帳簿価額を減額するとともに、同額分積立られていることを前提とし

て、同額取り崩すことになっている。 
駐車場の利用状況は好調で、順調に計画どおりの償還ができている状況で推移してい

る。一方、事業の性質上、通常の有料道路と異なり、近隣にも民間駐車場が多数存在し、

民間事業者との競争の環境にさらされていることにより、いつ経営環境が変化し、経営

が悪化して料金回収が計画どおりなされなくなるか分からない。その場合には、建設債

務償還にかかる借入の返済が滞り、平成 42年に予定されている公社による事業終了後、
未償還金が残り、県の財政負担が生じる可能性もあるため、機を逃さない対策、対応を

図る必要性があると考える。また、平成 42年以降、駐車場の運営については、県とし
て対応を考えなければならないため、現在においても山形県として、駐車場の運営を注

視していく必要があるものと考える。現状においては、「地方道路公社法」（昭和 45年
5月 20日 法律第 82号、最終改正平成 18年 6月 2日法律第 50号）が整備・運用さ
れており、「同施行規則」（昭和 45年 8月 14日建設省令第 21号、最終改正平成 17年
6月 1日国土交通省令第 66号）に基づく会計に準拠して処理しており、収支レベルで
の運営状況の把握はなされている。なお、上記の法令等において、駐車場資産について

減価償却費の計上は求められていない。 
県は、平成 42年以降の山形駅西口駐車場のあり方等の課題を検討するため、駐車場

資産について減価償却計算を実施する等企業会計の手法を用いて、管理上、駐車場の財

政状況や経営成績を算定することが有用であると考える。【意見】 
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（表３）駐車場事業の計画と実際のかい離状況 
（単位：百万円） 

年度 H19 H20 H21 Ｈ12～Ｈ21年度 
合計 

（収入面） 
計画 122 122 122 1,135 
実際 120 111 101 995 
（支出面） 
計画 131 127 130 1,025 
実際 108 121 109 875 
（収支差） 
計画 △9 △5 △8 110 
実際 12 △10 △8 120 
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2．跨線橋下駐車場の管理委託の点検報告について 
「高架の道路の路面下及び道路予定区域の道路の占用の取り扱いについて（国道利第

20号平成 21年 1月 26日国土交通省道路局路政課長通知）」において、高架下の占用許
可を行うに際し、道路管理者は、占用主体が行う高架下の日常的な点検等について、以

下に掲げる事項を条件として附すこととしている。 
 
占用主体が行う高架下の日常的な点検等については、以下に掲げる事項を条件として附す

ものとする。 
（ア） 占用者は、あらかじめ点検要領を、道路管理者に提出するとともに、点検等の

結果について定期的に報告すること。 
（イ） 点検要領には次に掲げる事項のうち、道路管理者が必要と認めるものを定める

こと。 
① 点検等の範囲に関する事項 
② 点検等の対象に関する事項 
③ 点検等の内容に関する事項 
（１）点検項目 
（２）点検時期 
（３）点検方法 
（４）清掃、除草等の時期 
（５）清掃、除草等の方法  

④点検等の体制に関する事項 
⑤点検等の記録に関する事項 
⑥点検等の結果の報告に関する事項 
⑦その他当該道路の管理上必要と認められる事項 

（ウ） 占用者は、点検要領に従い、当該占用区域及びその近傍における道路構造物等

の日常的な点検等を行うとともに、異常等を発見した場合には、速やかに道路

管理者に報告し、その指示に従うこと。 
（エ） 点検要領に定める事項のうち、道路管理に影響を及ぼす内容もしくは、点検等

の体制の変更をしようとするときは、道路管理者に届け出ること 
しかしながら、道路管理者である山形県が坂巻跨線橋下の更新の占用許可を平成

22年 4月 1日に行っているが、占用許可を行った際、上記条件を付していないため、
公社は、点検の報告や点検要領等を作成していない。 
あくまでも占用許可の可否、許可条件の内容等は道路管理者である県としての裁量

権に属するものであるが、管理上、県は、上記通知に則って、必要な対応を行ってい

くことが望ましいと考える。【意見】 
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3．西蔵王有料道路事業の終了に伴う県民負担について 
西蔵王有料道路の開通前、特に冬季間は、蔵王温泉スキー場へ向かう県道蔵王公園

線では、幅員が狭いこと、勾配が急なこと、カーブが連続することなどから、同県道

はもとより、国道 13 号にも慢性的な渋滞が発生し、改善が急務な状況にあった。そ
の状況下にあって、代替路線の建設が必要であったが、限られた予算の中、早期の建

設を実現するために、山形県道路公社が事業主体となる有料道路事業の手法がとられ

ることとなった。 
西蔵王地域においては、集落が点在する為、有料道路と平面交差をする県道や市道

が存在したが、高原特有の自然と湖沼群・四季折々の優れた風景等の資源が豊富な地

域であることから、蔵王温泉や蔵王スキー場への通過点にふさわしい地域として捉え、

有料道路として整備したものである。しかし、有料道路の開通を契機として、西蔵王

地域が単なる蔵王への通過点としてではなく、滞在を含めた余暇活動の目的地として

認識されると、料金所が集落等のある区間をはずした一か所のみであったことから、

料金所を通らずに無料で通過する交通量が増大したため、有料通行車両の不公平感が

増大し、このことにより、有料道路としての適正な管理維持ができなくなったため、

平成 9 年度に一部の区間（7.3Kｍ）を無料開放して、料金の引下げを行った。（普通
車 720円→300円） 
その後の状況をみると、一部無料開放後も利用車両が計画台数に達しない状況にあ

るが、利用者が伸びない理由として、蔵王への観光客の入込数の減少がある。参考と

して、蔵王スキー場についてみると、平成 2 年に 158 万人であったものが、平成 11
年には 100万人を切り、平成 20年には、57万人とピーク時の約 3分の１になってい
る。一方で、国道 13 号の改良や県道蔵王公園線の改良等、他のルートの改良がなさ
れていく中で、当初計画と実際のかい離がさらに顕著となっていった。当該状況の変

化により、平成 21 年度までの料金収入を当初計画と比較すると、以下の表のように
12億円の差異が発生している。 
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【表４-１】平成 9年度の無料開放時に設定した通行料金収入の計画と実際のかい離状況 
（単位：百万円） 

年度 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 
計画 127 142 143 145 149 152 156 
実際 98 71 69 66 68 68 64 
年度 H16 H17 H18 H19 H20 H21 計画当

初～H21 
年度 

計画 160 163 167 171 174 178 3,420 
実際 61 60 60 59 52 54 2,242 

 
 
【表４-２】平成 28年度無料開放時の西蔵王有料道路事業における借入残高の試算について 

（単位：百万円） 
年度 H21 H22 H23 H24 

市中銀行借入（A） 952 941 928 915 
他会計借入金（B） 136 136 136 136 

合計（A）+（B）   1,088 1,077 1,064 1,051 
年度 H25 H26 H27 H28 

市中銀行借入（A） 902 884 1,090 1,444 
他会計借入金（B） 136 136 136  

合計（A）+（B）   1,038 1,020 1,226 1,444 
 
本来有料道路における利用計画は、長期にわたることより、当初計画時には予測で

きない事象の発生によって、計画と実際のかい離が発生する可能性があるが、西蔵王

有料道路においては、上記のように、当初計画からのかい離が生じる結果、平成 28
年度の無料開放時には、14億円を超える市中銀行借入の未償還金が残る見込みである。
この未償還の負債は、道路資産とともに、山形県に引き継がれることとなるため県は、

西蔵王有料道路事業が終了し最終的に残る未償還の負債について県民の理解が得られ

るよう、有料道路を整備した意義や効果、引き継がれる道路資産、計画的な負債の償

還計画などについて十分に説明していく必要がある。【意見】 
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4. 道路管理事務所の無料開放後のあり方について 
西蔵王有料道路には、3 階建の管理事務所がある。平成 21 年度の固定資産の明細は

以下のとおりとなっている。 
 
（表５） 西蔵王有料道路管理事務所の固定資産概要 

（単位：千円） 
区分 固定資産名 取得年月日 耐用

年数 
取得 
価額 

減価償却

累計額 
帳簿 
価額 

事務所建物 西蔵王有料道路

管理事務所 
昭和 61 年 2
月 17日 

65 87,450 30,327 57,122 

その他建物 西蔵王有料道路

管理事務所 
昭和 61 年 2
月 17日 

45 22,691 11,312 11,378 

  
平成 28年７月に当該道路は公社による事業が終了し、県へ事業および道路資産が移

管されることが確定している。当該管理事務所建物は道路資産に附帯する資産であるか

ら、同時に移管されることになる。また、移管と同時に当該道路は無料開放されること

になっている。 
現時点ではその後、道路管理事務所建物をどのように利用していくのかは未定である。

このことは、有料道路事業終了時までの公社の収支計画にも影響を与える可能性がある

ため、県は、有料道路事業終了後に道路管理事務所を利用するのか否か、利用するとし

た場合はその利用方法を検討する必要がある。【意見】 
 

         
                             以    上 




